
第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

1
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（1）福祉学習を
推進・地域福祉
意識の普及啓発

●【福祉に関する学習会等の開催】
市民の福祉意識向上のため、福祉に関する学
習会やシンポジウム等の開催を推進します。

41

（福祉相談課）
　しそうチャンネルを活用し、毎日、自宅で簡単にで
きる認知症予防番組「頭と体のえー時間」を放映し
認知症予防を啓発した。
　参集型では、講演会の参加人数に制限を設け新
型コロナウイルス感染予防対策をはかりながら、理
学療法士によるフレイル予防について健康教育を
実施した。（令和3年12月7日実施、令和4年3月4日
及び令和4年3月18日実施予定）
　医療と介護連携会議で計画していた講演会は、新
型コロナウイルの感染症拡大防止により中止した。
　西播磨成年後見支援センターによる後見人制度
の講演会は、新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため参加人数を減らし実施した。

(福祉相談課）
市民に対し学習会やシンポジウム、しそうチャンネ
ル等、多様な方法で福祉意識向上のために普及啓
発をしていく。
　新型コロナウイルス感染症予防対策を行いなが
ら、引き続き同様に取り組んでいく。

(健康福祉部）
　市民に対し、学習会や講演会、しそうチャンネル
等、多様な方法で福祉意識向上のために普及啓発
をした。
※具体的な学習会・出前講座のテーマ
　・フレイル予防で健康寿命を延ばす
　・認知症について
　・介護保険制度について
　・『にわの糀』を使ったキムチづくり(発行教室）
　・在宅での看取り
　・訪問看護の制度について
　・ゲートキーパー研修
　・認知症サポーター研修　　等々

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

（健康福祉部）
引き続き、市民に対し、学習会や講演会、しそうチャ
ンネル等、多様な方法で福祉意識向上のために普
及啓発をする。

健康福祉部

2
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（1）福祉学習を
推進・地域福祉
意識の普及啓発

●【地域福祉計画等の情報発信】
市広報誌や市公式サイト等を活用し、地域福祉
に関する情報や地域福祉計画の内容、理念の
共有について情報発信を行います。

41
第3期地域福祉計画を市公式サイトに掲載し、内容
について情報発信を行った。

社会福祉協議会（社協広報誌）と連携し、市広報紙
においても地域福祉に関する情報の発信に努め
る。

生活困窮者等を対象とした食のセーフティネット事
業（思いやりセット配布事業）に関する取組につい
て、市HPにいおいても周知し、社協の実施する食料
支援に対して行政からも市民に対して協力の呼び
かけ、啓発を行う。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

R4年度に引き続き、セーフティネット事業（思いやり
セット配布事業）の実施について、社協と連携し事
業を実施するとともに、取組について市民へ周知を
行っていく。

社会福祉課

3
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（1）福祉学習を
推進・地域福祉
意識の普及啓発

●【地域福祉の啓発】
地域福祉や地域福祉計画について、市民向け
の啓発冊子・パンフレットを作成し、市民や地域
の団体、福祉関係機関等に配布・啓発を行いま
す。

41

関係機関との連絡会議等で地域福祉計画概要版
の配布等を予定していたが、新型コロナウイルス感
染拡大の影響で会議の中止が相次ぎ配布には至ら
なかった。

引き続き関係機関や各種団体等への配布に努め、
地域福祉に関する啓発を行う。

関係機関等の求めに応じて地域福祉計画を配布す
る等、周知を行ったが、地域福祉意識の普及啓発と
いう面では積極的な取組に至っていない。

４．計画に取り組
んだが目標に全
然届かなかった

・R5年度より第4期地域福祉計画の策定事業が開
始されることに伴い、市民と対象をしたアンケート調
査を実施するほか、市民に対して計画の周知を行
う。
・社会福祉協議会との連携を強化し、社協の取組に
市も参加させてもらいながら地域福祉の啓発をさら
に推進していく。

社会福祉課

4
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（1）福祉学習を
推進・地域福祉
意識の普及啓発

●【出前講座の実施】
行政の福祉施策について学校や地域、関係団
体や企業へ市の職員が出向いて講座を行いま
す。
（活動指標評価1）

41

（福祉相談課）
　令和4年1月13日、13名参加。山崎民生委員児童
委員の地域福祉部会の方を対象に、「様々なケース
の対応の仕方について」をテーマに勉強会を実施
し、今後の民生委員児童委員の活動へつなげた。
　令和4年2月5日と令和4年3月8日に計画していた
出前講座は、新型コロナウイルス感染拡大により中
止となった。

　福祉学習の推進、地域福祉意識の普及啓発を目
的に出前講座のテーマの検討をする。出前講座の
要請があれば、講座を行う。

　福祉学習の推進、地域福祉意識の普及啓発を目
的に出前講座のテーマの検討をした。出前講座の
要請があれば、講座を行った。
（福祉相談課）
①フレイル予防で健康寿命を延ばそう　3回、115名
参加
②認知症について　1回、70名参加
（高年福祉課）
・昭和会の方々よりご要望を頂戴し、令和4年7月28
日、宍粟防災センター5階ホールにて介護保険制度
についての出前講座を実施。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

・引き続き、福祉学習の推進、地域福祉意識の普及
啓発を目的に出前講座のテーマの検討をする。出
前講座の要請があれば、講座を行う。

・介護保険制度は介護を必要とされる方の尊厳を保
持し、自立した日常生活を営めることを目的に、社
会全体の労働力として対応する制度であり、制度を
支えている仕組み、相互扶助への理解、適切な活
用について、引き続き機会を捉えて取り組んでいく。

健康福祉部

5
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（1）福祉学習を
推進・地域福祉
意識の普及啓発

●【情報の提供】
他市事例や先進事例等を収集し、自治会福祉
連絡会や学校等に対して情報提供を行い、福
祉学習の推進を支援します。

41 具体的な取組まで至らなかった。
社会福祉協議会等の関係機関と連携し、取組につ
いて検討する。

社協の実施している福祉学習の取組について把握
し、行政からもHP等で取組の紹介を行う。（調整中）

４．計画に取り組
んだが目標に全
然届かなかった

社協の実施している福祉学習の取組を共有し、引き
続き市民大して周知を行う。

社会福祉課

6
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（1）福祉学習を
推進・地域福祉
意識の普及啓発

●【学校内での福祉学習の推進】
学校内での福祉学習・人権学習や、地域に学ぶ
「トライやる・ウィーク」、「トライやるアクション」等
での福祉体験等を推進し、児童・生徒の福祉の
意識づくりを進めます。

42

・幼児と中学校３年生がふれ合う「出会いふれ合い
子ども教室」事業等を実施。
・トライやる・ウィークでは、社会福祉協議会やメイプ
ル福祉センター等で福祉体験活動及びボランティア
活動に取り組んだ。

「出会いふれ合い子ども教室」事業は継続実施。
手話体験教室、キャップハンディ体験教室などは学
校現場の状況や新型コロナウイルス感染症対策に
応じて実施を検討する。
・トライやる・ウィーク事業において、本年度は新型
コロナウイルス感染症対策のため福祉施設の訪問
ができなかった学校も、再度取り組みを進める。

・幼児と中学校３年生がふれあう「出会い　ふれ合い
こども教室」を全７中学校で実施した。
・小中学生が総合的な学習の時間等で、手話体験
教室、キャップハンディ体験教室などの福祉学習に
取り組んだ。
・トライやる・ウィーク事業において、ひまわりの家や
老人ホームしそうの杜、社会福祉協議会等で福祉
体験活動及びボランティア活動に取り組んだ。

２．計画通りの取
組ができた

・幼児と中学校がふれあう「出会い　ふれ合い　こど
も教室」や手話体験教室、キャップハンディ体験教
室などの福祉学習、トライやる・ウィーク事業におけ
る福祉体験活動及びボランティア活動に取り組む。

学校教育課

7
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（2）市民活動・ボ
ランティアへの参
加促進

●【社会福祉協議会との連携】
ボランティアセンター（社会福祉協議会）と連携
し、市民活動やボランティア活動に関する情報
発信の推進や活動支援、相談支援に取組ま
す。

43

ボランティアセンターの機能強化支援として、ボラン
ティアコーディネーターの配置にかかる経費の助成
を行った。
・残念ながら、2/20に予定されていた社協主催の
「地域福祉のつどい」もコロナの影響で中止となっ
た。

引き続き、社協ボランティアコーディネーターの配置
にかかる経費助成を行うとともに社協と連携し、ボラ
ンティア人口の増加に努める。

市内のボランティア活動を取りまとめる社協ボラン
ティアコーディネーターの取組について補助を行い、
活動支援を行った。

２．計画通りの取
組ができた

R4年度に引き続き、ボランティアコーディネーターへ
の活動支援を行う。

社会福祉課

今 回 の 報 告 内 容

1



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

8
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（2）市民活動・ボ
ランティアへの参
加促進

●【小・中学校との連携】
小・中学校と連携し、子どもの頃からボランティ
ア活動に触れる機会をつくり、将来の担い手づく
りを推進します。

43

・幼児と中学校３年生がふれ合う「出会いふれ合い
子ども教室」事業等を実施。
・トライやる・ウィークでは、社会福祉協議会やメイプ
ル福祉センター等で福祉体験活動及びボランティア
活動に取り組んだ。

「出会いふれ合い子ども教室」事業は継続実施。
手話体験教室、キャップハンディ体験教室などは学
校現場の状況や新型コロナウイルス感染症対策に
応じて実施を検討する。
・トライやる・ウィーク事業において、本年度は新型
コロナウイルス感染症対策のため福祉施設の訪問
ができなかった学校も、再度取り組みを進める。

・幼児と中学校３年生がふれあう「出会い　ふれ合い
こども教室」を全７中学校で実施。
・小中学生が総合的な学習の時間等で、手話体験
教室、キャップハンディ体験教室などの福祉学習に
取り組んだ。
・トライやる・ウィーク事業において、ひまわりの家や
老人ホームしそうの杜、社会福祉協議会等で福祉
体験活動及びボランティア活動に取り組んだ。

２．計画通りの取
組ができた

・幼児と中学校がふれあう「出会い　ふれ合い　こど
も教室」や手話体験教室、キャップハンディ体験教
室などの福祉学習、トライやる・ウィーク事業におけ
る福祉体験活動及びボランティア活動に取り組む。

学校教育課

9
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（2）市民活動・ボ
ランティアへの参
加促進

●【高校生のボランティア活動参加の促進】
社会福祉協議会と連携し、高校生に対してボラ
ンティア活動の参加の機会の増加を図り、将来
の担い手づくりを推進します。

43

具体的な取組まで至らなかった。

・7-1-(2)と同様に、コロナの影響により社協主催の
「地域福祉のつどい」は開催中止

社会福祉協議会等の関係機関と連携し、取組につ
いて検討する。

各高校でも色々とボランティア活動にも取り組まれ
ているため、それらの紹介にも努める。

高校生に対するボランティア活動について取組状況
の把握を行う。（確認中）

４．計画に取り組
んだが目標に全
然届かなかった

高校生に対するボランティア活動などについて、広
報等により市民に対して周知を行う。

社会福祉課

10
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（2）市民活動・ボ
ランティアへの参
加促進

●【しそう元気げんき大作戦事業】
地域資源及び地域の個性を生かした自主的・主
体的なまちづくり活動や、地域の課題解決に向
けた市民の創意と工夫による魅力的な活動の
推進を図る「しそう元気げんき大作戦事業」に取
り組みます。
（活動指標評価2）

43
新規採択が４件（うち１件はスタートアップ事業）、継
続事業の採択が６件あり、それぞれ支援を行った。

引き続き、しそう元気げんき大作戦事業に取り組
み、市民活動を支援する。

新規採択が１件、継続事業の採択が７件あり、それ
ぞれ支援を行った。

２．計画通りの取
組ができた

引き続き、しそう元気げんき大作戦事業に取り組
み、市民活動を支援する。

まちづくり推
進課

11
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（3）地域福祉を
担う人材の発掘・
育成

●【福祉人材の育成・確保への支援】
関係機関と連携し、地域福祉コーディネーター
等の中長期的な地域福祉を担うリーダーの育
成及び専門的な福祉人材の確保に向けた取組
を支援します。

45 具体的な取組まで至らなかった。
社会福祉協議会等の関係機関と連携し、取組につ
いて検討する。

具体的な取組まで至らなかった。
５．取組ができな
かった

社会福祉協議会等の関係機関と連携し、取組につ
いて検討する。

社会福祉課

12
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（3）地域福祉を
担う人材の発掘・
育成

●【地域住民主体の支え合いづくりの推進】
地域の高齢者ニーズや不足している介護予防・
生活支援サービス等を把握し、生活支援の担い
手育成や見守り・支え合い活動の仕組みづくり
等をコーディネートする生活支援コーディネー
ターと連携し、地域住民主体による支え合いづく
りを推進します。

45

　宍粟市の大きな課題として買い物支援と移動支援
があげられる。
　北部Aコープの閉鎖等により、スーパーや個人商
店の移動販売車による買い物支援が増加。地域住
民からニーズを聞き取り、移動販売車の買い物支
援につなげた。

　移動販売車の一覧を冊子化したものを普及啓発
する。
　引き続き住民のニーズを聞き取り、地域の中での
困りごとに対して仕組みづくりができるよう働きかけ
を行っていく。

　生活支援サービスの仕組みづくりのため老人会へ
研修会を行った。
昨年度に引き続き、買い物支援として移動購買車
が通っていない地域へニーズ調査と業者へ働きか
け運行が実現した。
新たな居場所として介護予防の体操を取り入れたカ
フェができた。

２．計画通りの取
組ができた

　引き続き生活支援サービスの仕組みづくりのため
に働きかけを行う。
宍粟市の課題である買い物支援や移動支援の取り
組みを公共交通の部署と連携しながら進める。

福祉相談課

13
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（3）地域福祉を
担う人材の発掘・
育成

●【専門職の地域福祉研修等の実施】
介護職員やケアマネジャー、医療職、保健師等
の専門職が地域福祉を学び、地域と連携した活
動を行うことができるよう、研修事業等の実施を
推進します。

45

 　多重問題世帯や処遇困難事例、身寄りのない方
への支援等が増える中、多職種と連携しながら研
修会を開催した。
①令和3年9月15日　高齢者虐待対応研修実施　②
令和4年3月2日　若年性認知症の疾患理解研修予
定　③令和4年3月4日　高齢者虐待対応研修予定
④令和4年3月14日　成年後見制度利用促進研修予
定

　今後も多重問題世帯や処遇困難事例、身寄りの
ない方への支援等が増える中、平時より専門職と
の顔が見える関係づくりをする。地域福祉研修会を
開催する。

　多重問題、権利擁護支援、身寄りがない方への支
援を考える中、多職種と連携しながら研修会を3回
開催した。
①高齢者虐待について
②宍粟市の社会資源について
③成年後見制度利用促進について

２．計画通りの取
組ができた

　引き続き専門職向けの地域福祉研修会を行う。
多重問題、権利擁護支援、身寄りがない方への支
援を多職種と連携しながら考えていく。

福祉相談課

14
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（3）地域福祉を
担う人材の発掘・
育成

●【地域福祉に関わる専門職への研修等の推
進】
関係機関と連携し、地域福祉に関わる専門職へ
の研修等を推進します。

45

・成年後見制度、ひきこもり支援などに関する研修
を開催（福祉相談課）
・登録手話通訳者への研修、試験対策講座などを
開催（障害福祉課）
・介護支援専門員実務研修受講試験対策講座を開
催（高年福祉課）

引き続き、福祉関係等に対する専門職を開催する。
また、社会福祉協議会（地域福祉推進計画）と連携
し、地域福祉を担う人材の発掘育成に努める。

各課ごとにテーマを選定し、それぞれ専門職を対象
にした研修や学習会を実施できた。
人材の発掘に関する研修等については実施できて
いない

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

　社会福祉協議会や、まちづくり担当課とも連携し、
共生社会の実現に向けた地域のリーダー（まちづく
りと地域福祉の推進を兼ねた）を育成する学習会等
を積極的に進めていく。民生委員児童委員や民生
児童協力委員、福祉委員等の連携を強化するため
の取組を検討する。

健康福祉部

15
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（3）地域福祉を
担う人材の発掘・
育成

●【認知症サポーターの養成】
認知症の人を地域で見守り支える認知症サ
ポーター養成講座を開催し、認知症サポーター
や、地域・職場等における認知症サポーターの
リーダー的人材を養成します。
（活動指標評価3）　（活動指標評価4）

45

　20回の講座を開催し、500名の認知症サポーター
の養成を計画していたが、新型コロナウイルス感染
拡大防止により積極的に開催を促すことができな
かった。
　７回講座を開催し、111人の認知症サポーター養
成となった。小学生、中学生を対象とした講座では、
対面での話ができず、事前に撮影した動画視聴に
よる講座となった。

　認知症を理解し、認知症の方や認知症の家族を
支えるサポーターを養成し、安心して暮らせるまち
づくりをすすめる。
　認知症サポーター養講座：20回開催、500名のサ
ポーター養成。
　新型コロナウイルス感染症予防対策により、対面
で講座が実施できない場合、動画配信やｗｅｂ講座
等、多様な方法で実施できるように検討する。

　
　認知症を理解し、認知症の方や認知症の家族を
支えるサポーターを養成し、安心して暮らせるまち
づくりをすすめる。
　認知症サポーター養成講座：12回講座を開催、
204名の認知症サポーター養成。（令和5年2月末現
在）　対象者は、社会福祉協議会職員、金融機関、
小学生、中学生、高校生、教職員、関電サービス等
を対象とした。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

　認知症を理解し、認知症の方や認知症の家族を
支えるサポーターを養成し、安心して暮らせるまち
づくりをすすめる。
　認知症サポーター養講座：20回開催、500名のサ
ポーター養成。

福祉相談課

2



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

16
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（3）地域福祉を
担う人材の発掘・
育成

●【高齢者の生活支援者の養成】
生活支援サポーターの養成研修の周知・参加を
促進し、高齢者のちょっとした困り事の支援者を
増やします。
（活動指標評価5）

45

　定住自立圏構想連携事業として、毎年たつの市、
宍粟市、上郡町、佐用町が合同で開催している。
令和３年度は11月17日、18日に開催し、参加申込
み人数６名。研修修了者６名。
修了者のうち２名は現職であり、残り４名も今後ボラ
ンティアや就業を予定している。

　受講対象者として、「研修終了後に圏域内(たつの
市、宍粟市、上郡町、佐用町)の事業所に従事者と
して就業を希望する人」としているが、高齢者の生
活支援に興味のある人、福祉や介護に関する知識
及び技術を習得し、今後の在宅介護に備えておき
たいと希望する人など範囲を広げ、今後も人材育成
に取組みたい。

　引き続き生活支援サービスの仕組みづくりのため
に働きかけを行う。
　宍粟市の課題である買い物支援や移動支援の取
り組みを公共交通の部署と連携しながら進める。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

　高齢者の生活・介護支援サービスを行う生活支援
サポーターを養成することにより、高齢者が住みな
れた地域での自立した生活を支えることを目的とし
て開催しているが、応募者が少ないことや受け皿が
地域にないことが課題として挙げられる。人材育成
という視点から今後の開催方法や頻度について検
討が必要である。

福祉相談課

17
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（3）地域福祉を
担う人材の発掘・
育成

●【地域におけるひきこもりへの支援】
ひきこもりサポーター養成講座の周知・参加を
促進し、地域におけるひきこもりへの理解者や
支援者を増やします。

46

　ひきこもりサポーター養成講座の積極的な周知を
行ったことで市内受講者が増加した。
　市民を対象にしたひきこもり講演会については、
新型コロナウイルス感染症の拡大防止のために中
止し、支援機関を対象にした小規模の講演会を実
施し、ひきこもり支援における基本的な考え方等を
学ぶ機会を提供した。
参加者　33名

　ひきこもり講演会の実施や、支援機関向け研修会
を継続するとともに、ひきこもりサポートセンターによ
る市民向けひきこもり研修会を行うことで、地域にお
けるひきこもりへの理解者や支援者の増加を図る。

　引き続き専門職向けの地域福祉研修会を行う。
多重問題、権利擁護支援、身寄りがない方への支
援を多職種と連携しながら考えていく。

２．計画通りの取
組ができた

　支援者向け研修会を実施することで、ひきこもり支
援に必要な技術の普及を図る。
市民向け講演会を実施することで、ひきこもりに関
する正しい知識の普及を図る。

福祉相談課

18
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（3）地域福祉を
担う人材の発掘・
育成

●【自殺対策に関する人材の育成】
ゲートキーパー研修等、専門職・市民向けの研
修会を開催し、自殺対策に関する地域ネット
ワークの担い手、支え手となる人材を育成しま
す。
（活動指標評価6）

46

民生委員・児童委員対象ゲートキーパー研修２回：
95人
支援者対象ゲートキーパ研修：１回：2１人
職員対象ゲートキーパー研修：１回42人
ゲートキーパー研修に市内の自殺の状況等につい
ても説明し、自殺対策についての理解を図った。

職員対象、市民対象のゲートキーパー研修を実施
していき、自殺対策についての理解を図る。

民生委員児童委員、協力員対象ゲートキーパー研
修：１回：99人
職員対象ゲートキーパー研修：１回：24人
ゲートキーパー研修に市内の自殺の状況等につい
ても説明し、自殺対策についての理解を図った。

２．計画通りの取
組ができた

市職員、支援者、市民対象のゲートキーパー研修を
実施し、自殺対策についての理解を図る。

保健福祉課

19
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（3）地域福祉を
担う人材の発掘・
育成

●【コミュニティビジネスの立ち上げ支援】
地域の抱える課題を地域住民が主体となって、
ビジネスの手法を活用しつつ解決していくコミュ
ニティビジネスの立ち上げを支援し、地域を担う
人材育成及び地域の活性化を図ります。

46
しそう元気げんき大作戦事業において、コミュニティ
ビジネスとして継続事業３件を採択し、支援を行っ
た。

引き続き、しそう元気げんき大作戦事業に取組み、
コミュニティビジネスの立ち上げを支援する。

しそう元気げんき大作戦事業において、コミュニティ
ビジネスとして継続事業２件を採択し、支援を行っ
た。

２．計画通りの取
組ができた

　引き続き、しそう元気げんき大作戦事業に取組
み、コミュニティビジネスの立ち上げを支援する。

まちづくり推
進課

20
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（3）地域福祉を
担う人材の発掘・
育成

●【福祉職の職場環境等の改善のための研修
や取り組みの検討】
保育士や介護職員等の福祉職の職場環境の改
善や保育の質を高めるための研修等について、
国や県の動向、他市町村の取り組み等を踏ま
え、必要な取り組みの検討を行います。

46

園所内での研修に加えて、宍粟市教育研修所ス
テージ別研修及び保育士等キャリアアップ研修事業
の実施により、保育士等の資質向上を図る。
【キャリアアップ研修事業】
８分野別に研修を体系化
1分野15時間の研修を実施

園所内での研修に加えて、宍粟市教育研修所ス
テージ別研修及び保育士等キャリアアップ研修事業
の実施により、保育士等の資質向上を図る。
【キャリアアップ研修事業】
８分野別に研修を体系化
1分野15時間の研修を実施

園所内での研修に加えて、宍粟市教育研修所ス
テージ別研修及び保育士等キャリアアップ研修事業
の実施により、保育士等の資質向上を図る。
【キャリアアップ研修事業】
８分野別に研修を体系化
1分野15時間の研修を実施

２．計画通りの取
組ができた

　しそう幼児教育支援事業において、教育・保育の
質の向上を目指し研修を行う。また、宍粟市教育研
修所事業の研修及び保育士等キャリアアップ研修
事業の実施により、保育士等の資質向上を図る。
【しそう幼児教育支援事業】
・幼児教育研究推進委員会の設置
・資質向上研修、公開保育等

こども未来課

21
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（3）地域福祉を
担う人材の発掘・
育成

●【福祉職の職場環境等の改善のための研修
や取り組みの検討】
保育士や介護職員等の福祉職の職場環境の改
善や保育の質を高めるための研修等について、
国や県の動向、他市町村の取り組み等を踏ま
え、必要な取り組みの検討を行います。

46

介護現場のマンパワー不足を解消するため、介護
人材の確保対策事業を実施した。
介護支援専門員実務研修受講試験対策講座を開
催し、介護支援専門員の資格取得を支援した。ま
た、宍粟市仕事の総合相談窓口において、介護
サービス事業所と求職者の双方に対して支援を行
うプラットホームを開設し、介護人材の確保・定着・
育成に取組みました。

引き続き、介護人材の確保対策事業に取り組むと
共に、令和４年度からは、若い世代が介護職に就く
支援として、介護人材確保事業補助金（奨学金等返
還金補助）事業を実施する。

介護現場のマンパワー不足を解消するため、介護
人材の確保対策事業を実施した。
介護支援専門員実務研修受講試験対策講座を開
催し、介護支援専門員の資格取得の支援を行っ
た。
宍粟市仕事の総合相談窓口において、介護サービ
ス事業所と求職者の双方に対して支援を行うプラッ
トホームを開設し、介護人材の確保・定着・育成に
取り組みました。
また、本年度から介護人材確保事業（奨学金返還
金補助）を実施し、若い世代が介護職に就く支援に
取り組みました。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

　人材の確保・育成に関する調査により実態を把握
しながら、人材不足を解消するため引き続き介護人
材の確保対策を推進し、介護サービスの基盤となる
介護人材の確保、定着に取り組む。

高年福祉課

22
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（3）地域福祉を
担う人材の発掘・
育成

●【社会福祉士の養成支援】
社会福祉士の養成支援のため、福祉事務所に
おいて実習生を受け入れます。

46
人材の受け入れについて、新型コロナウイルス感染
拡大の影響もあり福祉事務所内で十分な協議がで
きなかった。

福祉事務所内での受け入れ体制を検討し、大学へ
の打診（大学との協議等）につなげたい。

生活福祉係：受け入れなし
５．取組ができな
かった

生活福祉係：受け入れ予定なし 社会福祉課

23
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（4）社会福祉法
人による公益活
動の支援

●【社会福祉法人の活動支援】
社会福祉法人連絡協議会の設立や社会福祉法
人間のネットワーク強化を推進し、地域における
公益的な活動を支援します。
（活動指標評価8）

47
新型コロナの影響により会議開催が困難な状況で
あったが、令和4年3月に社協を中心にweb会議を実
施予定

定期的な開催を行い、法人間での情報交換、連携
を強化を図る。

令和4年11月29日、令和5年3月13日に宍粟市社会
福祉法人連絡会に出席し、情報共有を行った。

２．計画通りの取
組ができた

R4年度に引き続き、連ら会に参加し、市内社福法人
との連携強化を図る。

社会福祉課

3



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

24
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（4）社会福祉法
人による公益活
動の支援

●【情報提供・PR活動】
地域の実情に応じた公益的な取組が社会福祉
法人によって行われるよう、社会福祉協議会と
連携し、地域のニーズに関する情報提供を行う
とともに、公益的な取組について市ホームペー
ジ等でPRを行います。
（活動指標評価7）

47 具体的な取組まで至らなかった。
社会福祉協議会と連携し、市内に本部または事業
所を有する社会福祉法人の公益的な取組について
情報収集やその発信に努める。

宍粟市社会福祉法人連絡会において公益的な取組
についてアンケートを実施しているため、アンケート
結果を基に市でも周知を行う。

５．取組ができな
かった

宍粟市社会福祉法人連絡会等を通じて、社会福祉
法人の公益的な取組について情報収集を行い、連
絡会事務局（社協）その情報を法人間で共有すると
ともに、市HP等において発信に努める。

社会福祉課

25
１．地域福祉を進
める担い手の育
成

（4）社会福祉法
人による公益活
動の支援

●【社会福祉協議会との連携】
地域福祉を推進する民間組織の牽引役として
社会福祉協議会を位置付け、「丸ごと」のしかけ
づくりを応援します。また、地域福祉計画と地域
福祉推進計画の進捗状況の点検を協働で行い
ます。

47

社会福祉協議会が実施する地域福祉推進計画の
内容は、市と連携・協働して取り組む内容が多く含
まれ、市がめざす地域福祉の推進・地域包括ケアシ
ステムの構築等につながるものであることから、そ
の取組の一部に助成支援を行った。

引き続き、社会福祉協議会が実施する地域福祉推
進計画に基づく取組に対し助成支援を行う。

地域福祉推進計画に対する取組について助成支援
を行った。

２．計画通りの取
組ができた

R4年度に引き続き、地域福祉推進計画に基づく取
組に対し助成支援を行う。

社会福祉課

26
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（1）地域住民等
が集う場・拠点づ
くり

●【健康づくり活動の支援・継続】
誰もが健康に暮らせるよう、いきいき百歳体操
等、地域での介護予防や健康づくりを行う「通い
の場」づくりを推進するとともに、取り組みを担う
住民リーダーを支援し、活動の継続を図ります。
（活動指標評価9）

49

　平成26年1月から開始し徐々にいきいき百歳体操
が地域に根付き広がっていたが、令和2年度は、新
型コロナウイルス感染拡大により長期間の自粛要
請をした。令和3年度については、感染症予防対策
を図りながら、いきいき百歳体操を実施する方向で
話をしたが、教室によっては感染拡大により休止し
ているところもある。
　公民館での体操に参加できない高齢者に対し、フ
レイル対策目的で、自宅で安全にできる体操の紹
介をした。
　しそうチャンネル、しーたん通信を活用した体操の
紹介、フレイル対策のリーフレット配布をした。
　今年度は、新たに1教室立ち上がった。

　新型コロナウイルス感染拡大防止により、いきい
き百歳体操教室を休止している教室もあるが、国や
県、市の感染状況を確認し感染予防対策を図りな
がら、通いの場づくりを推進するとともに、取り組み
を担う住民リーダーを支援し活動の継続支援を図
る。
　いきいき百歳体操は、身近なところで集まり、他者
との交流、体操、見守り機能や支え合い、体操の後
にお茶をのみながら楽しむ等を目的として実施して
きたが、新型コロナウイルス感染拡大期間が長期と
なった。また、冬季の積雪により長期間休止する教
室もある。今後、新しい様式でのいきいき百歳体操
として、感染拡大期間や冬季期間等においては自
宅で体操を実施する等を検討したい。

　通いの場づくりを推進するとともに、取り組みを担
う住民リーダーを支援し活動の継続支援を図った。
　いきいき百歳体操は、身近なところで集まり、他者
との交流、体操、見守り機能や支え合い、楽しみ等
を目的に実施している。また、いきいき百歳体操の
後に、保健師や管理栄養士、歯科衛生士、社会福
祉士、生活支援コーディネーター、終活カウンセ
ラー、スポーツインストラクター、手話通訳者、音楽
講師、消費生活相談員、認知症地域支援推進員等
の専門職によるミニ講座を実施し通いの場の充実
を図った。214回　2,281人

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

　いきいき百歳体操は、身近なところで集まり、他者
との交流、体操、見守り機能や支え合い、楽しむ等
を目的として実施しており、引き続きいきいき百歳体
操の立ち上げ支援や取り組みを担う住民リーダー
の支援、いきいき百歳体操の評価、通いの場の充
実を図る。

福祉相談課

27
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（1）地域住民等
が集う場・拠点づ
くり

●【健康づくり活動の支援・継続】
誰もが健康に暮らせるよう、いきいき百歳体操
等、地域での介護予防や健康づくりを行う「通い
の場」づくりを推進するとともに、取り組みを担う
住民リーダーを支援し、活動の継続を図ります。

49

「通いの場」を通じて介護予防(運動・低栄養予防)教
室を実施し、フレイルについて周知することができ
た。
食生活改善推進員(宍粟市いずみ会)へのスキル
アップ研修を行った。

引き続き「通いの場」で介護予防教室を実施し、運
動、低栄養予防の取組が各自継続できるよう支援し
ます。
地域で介護予防や健康づくりに取り組む住民リー
ダーの育成や活動の支援を行います。

全部の通いの場で運動・低栄養予防の講話が実施
できるよう取組を継続している。フレイルという言葉
をしっている方を増やし、フレイルの意味についても
理解していただけるよう講話を行った。

２．計画通りの取
組ができた

全ての通いの場でフレイル予防についての講話を
実施し、フレイル予防に取組む方を増やす。

保健福祉課

28
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（1）地域住民等
が集う場・拠点づ
くり

●【地域の拠点づくりの推進】
既存の施設や空き家等を活用した地域の「拠点
づくり」を推進します。

49
がんばる地域応援事業において、旧染河内幼稚園
の改修に係る経費の一部を助成し、地域の拠点づく
りの支援を行った。

引き続き、がんばる地域応援事業に取り組み、地域
の拠点づくりを推進する予定だが、令和４年度は希
望する地域はない。

令和４年度は拠点整備を希望する地域はなかった。
５．取組ができな
かった

引き続き、地域との協議により必要に応じて拠点整
備を進める。

まちづくり推
進課

29
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（1）地域住民等
が集う場・拠点づ
くり

●【地域の拠点づくりの推進】
既存の施設や空き家等を活用した地域の「拠点
づくり」を推進します。
（活動指標評価11）

49

・空き家バンク事業による空き家紹介
・市民が空き家を地域活動や交流拠点等に改修す
る場合、下記の補助事業が活用可。（R3年度：実績
なし）
「宍粟市古民家再生促進支援事業補助金」
補助額：最大1000万円（県随伴事業）
「兵庫県空き家活用支援事業補助金」
補助額：最大500万円（県単独事業）

R3年度と同様

・空き家バンク事業による空き家紹介
・市民が空き家を地域活動や交流拠点等に改修す
る場合、下記の補助事業が活用可。（R4年度：実績
なし）
「宍粟市古民家再生促進支援事業補助金」
補助額：最大1000万円（県随伴事業）
「兵庫県空き家活用支援事業補助金」
補助額：最大500万円（県単独事業）

２．計画通りの取
組ができた

R4年度と同様
住宅土地政
策課

30
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（1）地域住民等
が集う場・拠点づ
くり

●【世代や地域を超えた交流の場の提供】
高齢者や障がいのある人、子ども等が世代や
地域を超えた交流できる場の提供に向け、関係
機関との連携を図ります。

49

（福祉相談課）
　自治会単位で開催される「ふれあい喫茶」、福祉
学習会等は、新型コロナイルス感染拡大防止によ
り、縮小しての実施や中止となった。

　多様な形、新しい方法で世代や地域を超えた交流
等の検討が必要である。

社会福祉協議会の生活支援コーディネーターを中
心に、地域の人が集まる波賀にこにこ食堂や山崎
地区の子ども食堂の運営団体との連絡会議を開催
している。
各地域では地域おこし協力隊員を中心に様々な取
組が推進されている。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

　まちづくり推進課が推進している各地域での特色
ある地域づくりに、健康福祉部も積極的に関わり連
携していくことで、地域共生社会の実現に向け、福
祉の面からアプローチの方法や課題なども見えてく
ると思うので、部局を超えた取組への参加の方法を
検討していく。

健康福祉部

31
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（1）地域住民等
が集う場・拠点づ
くり

●【社会的に孤立状態にある人の集える場の提
供】
ひきこもり等の社会的孤立状態にある人等が、
気軽に集うことができる場づくりを関係機関と連
携し、推進します。

49

（ひきこもり関係）
　ひきこもりサポートセンターを開設し、家庭以外に
安心して過ごすことができる居場所を提供してい
る。

（ひきこもり関係）
　ひきこもりサポートセンターを継続するとともに、北
部地域での居場所の提供及び相談を充実する。

　常設型のひきこもり支援拠点を設置し、相談、居
場所の提供に取り組んだ。
　社会福祉協議会から場所・職員の提供を受け、北
部居場所を１回実施し、当事者、家族が参加し、動
物とのふれあいを行った。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

　常設型のひきこもり支援拠点を継続設置し、相
談、居場所の提供を行う。
　イベント型の居場所を開催することで、外出機会
や他者との交流を意図的に行い、支援の進展を図
る。

福祉相談課

4
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32
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（1）地域住民等
が集う場・拠点づ
くり

●【オレンジカフェの充実】
認知症の人及びその家族が気軽に参加し、相
談等もできるオレンジカフェ（認知症カフェ）の充
実を図ります。
（活動指標評価10）

49

　市内で10か所の認知症オレンジカフェの開設あ
り。
　活動としては、新型コロナウイルス感染拡大防止
により感染対策を図りながら開催していた時期も
あったが、感染拡大に伴い休止しているところもあ
る。

　認知症の人、及びその家族が気軽に参加し相談
等ができるオレンジカフェ（認知症カフェ）の充実を
図る。

　認知症の人、及びその家族が気軽に参加し相談
等ができるオレンジカフェ（認知症カフェ）の充実を
図った。今年度、新たに2か所、認知症カフェの立ち
上げ相談があり、立ち上げに向け支援した。１か所
は閉鎖された。（令和5年3月末現在１１か所）
　9月のアルツハイマー月間に、広報で認知症初期
集中支援チームの取り組みやオレンジカフェ（認知
症カフェ）について周知をした。

２．計画通りの取
組ができた

　引き続き認知症の人、及びその家族が気軽に参
加し相談等ができるオレンジカフェ（認知症カフェ）の
充実を図る。

福祉相談課

33
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（1）地域住民等
が集う場・拠点づ
くり

●【自治会活動の促進】
自治会集会施設等の改修・改築を支援し、地域
における様々な活動を促進します。

49
自治会集会所施設整備等補助事業において、12自
治会の集会施設の改修・改築の支援を行った。

引き続き、自治会集会所施設整備等補助事業に取
り組み、地域における様々な活動を促進する。

自治会集会施設整備等補助事業において、７自治
会の集会施設の改修・改築の支援を行った。

２．計画通りの取
組ができた

引き続き、自治会集会施設整備等補助事業に取り
組み、地域における様々な活動を促進する。

まちづくり推
進課

34
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（2）地域住民の
見守り・支え合い
の関係づくりの推
進

●【宍粟市高齢者地域支え合い活動事業】
地域で活動する事業所と高齢者の見守りに関
する協定締結により「宍粟市高齢者地域支え合
い活動事業」として高齢者の見守りを行います。
（活動指標評価12）

51

　北部のAコープの閉鎖等により、スーパーや個人
商店の移動販売車による買い物支援が増加。買い
物支援だけでなく、見守りにもなっており、生活の中
で欠かせないものとなっている。その移動販売をさ
れている事業者や個人に対し、宍粟市高齢者地域
支え合い活動事業の内容と協定締結について周
知。
　結果として協定締結には至らなかったが、事業内
容には賛同いただき、通常業務の中で見守り活動
を継続いただくこととした。
　今後事業協力事業者に対し、アンケート調査を行
い、今後の見守り体制の構築に活用する予定として
いる。

　通年して事業に賛同協力いただける事業者を募
り、地域の見守りネットワークの体制の構築に取組
みたい。

　毎週宍粟市内に業務で出入りされている医療関
連商品を取り扱う事業所から事業に賛同いただき
協定書締結に至った。

２．計画通りの取
組ができた

　通年して事業に賛同協力いただける事業者を募
り、地域の見守りネットワークの体制の構築に取組
みたい。

福祉相談課

35
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（2）地域住民の
見守り・支え合い
の関係づくりの推
進

●【育児の相互援助活動の支援】
ファミリー・サポート・センターを通じて、地域に
おける育児の相互援助活動を支援します。

51

・育児の援助を行いたい方と育児の援助を受けた
い方からなる組織として、ファミリーサポートセンター
を設置し、地域での育児の相互援助活動を支援し
ている。
・Ｒ３年度より生活保護世帯や子育てと仕事を一人
で担う低所得のひとり親世帯に対して利用料の一
部を補助している。
　依頼会員112人、協力会員116人、依頼・協力会員
14人、合計242人（Ｒ4年1月末）

・会員の増員（特に協力会員）や、北部地域におけ
る活動の推進を図る。
・引き続き、生活保護世帯や子育てと仕事を一人で
担う低所得のひとり親世帯に対して利用料の一部を
補助することで経済的負担を和らげる。

・民生委員・児童委員や子育て支援センター利用者
等へ本制度の説明及び登録の呼びかけを行うこと
で会員の増員（特に協力会員）を図った。
・引き続き、生活保護世帯や子育てと仕事を一人で
担う低所得のひとり親世帯に対して利用料の一部を
補助することで経済的負担を和らげた。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

・引き続き、民生委員・児童委員等へ呼びかけ、ま
かせて会員（協力会員）の増員を図るほか、北部地
域における活動の推進を図る。引き続き、生活保護
世帯や子育てと仕事を一人で担う低所得のひとり親
世帯に対して利用料の一部を補助することで経済
的負担を和らげる。

社会福祉課

36
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（2）地域住民の
見守り・支え合い
の関係づくりの推
進

●【民生委員・児童委員の活動支援】
民生委員・児童委員、民生・児童協力委員と関
連機関との連携強化を進め、地域の実態把握
や地域での見守り・支え合い活動の推進等、そ
の活動について支援します。

51

・民生委員児童委員協議会定例会への社会福祉協
議会職員の参加や主任児童委員による小中学校、
園、保育所、高等学校訪問など関係機関との連携
促進を図っている。
・コロナ禍により、例年実施している民生児童協力
委員の研修会を各地区会議に変更し、各地域にお
いて課題等を協議するなか、地域の見守り、支え合
い活動の推進を図った。
・Ｒ３.５月の民生委員児童委員活動強化週間に合
わせ、広報５月号にて活動紹介したほか、Ｒ４.12月
の民生委員児童委員改選に向け、活動紹介動画を
制作し、しそうチャンネルで放映した。

・引き続き、民生委員・児童委員が支援を必要とす
る市民と関係機関とをつなぐパイプ役として活動で
きるよう、連携しながら支援していく。

・民生委員児童委員協議会定例会への社会福祉協
議会職員の参加や主任児童委員による小中学校、
幼稚園、保育所、高等学校訪問など関係機関との
連携促進を図っている。また、子育て支援センター
を訪問し、子育て中の保護者（学遊館の利用者）の
悩み相談を受けた。
・民生委員・児童委員と民生・児童協力委員との合
同研修会を実施したほか、各地域において地区会
議を開催し、課題等の協議や情報交換等も定期的
に行った。地域の見守り、支え合い活動の推進を
図った。
・Ｒ４.５月の民生委員児童委員活動強化週間に合
わせ、広報５月号にて民生委員の活動紹介を行っ
た。。

２．計画通りの取
組ができた

・引き続き、民生委員・児童委員が支援を必要とす
る市民と関係機関とをつなぐパイプ役として活動で
きるよう、連携しながら支援していく。

社会福祉課

37
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（2）地域住民の
見守り・支え合い
の関係づくりの推
進

●【小地域福祉活動の推進】
小地域の取組紹介や活動団体間の交流の促進
等、社会福祉協議会の地域担当者との連携を
強化し、小地域福祉活動の更なる推進を図りま
す。

51 具体的な取組まで至らなかった。
社会福祉協議会が実施する小地域福祉活動への
市のサポートのあり方等について、関係機関と協議
を行う。

具体的な取組まで至らなかった。
５．取組ができな
かった

社会福祉協議会が実施する小地域福祉活動への
市のサポートのあり方等について、関係機関と協議
を行う。

社会福祉課

38
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（2）地域住民の
見守り・支え合い
の関係づくりの推
進

●【青色防犯パトロールの推進】
青色防犯パトロールを推進し、地域の見守り活
動を強化します。

52

・宍粟警察署とともに青色防犯パトロールの推進に
取り組んだ。新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、イベントは自粛したが、地域の見守り活動の
推進を図った。

・地域住民の見守り、支え合い活動の強化のため、
青色防犯パトロールに限らず、防犯活動の推進を
図る。

・宍粟警察署とともに青色防犯パトロールの推進に
取り組み、地域の見守り活動の推進を図った。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

・地域住民の見守り、支え合い活動の強化のため、
青色防犯パトロールに限らず、防犯活動の推進を
図る。

危機管理課

39
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（2）地域住民の
見守り・支え合い
の関係づくりの推
進

●【青色防犯パトロールの推進】
青色防犯パトロールを推進し、地域の見守り活
動を強化します。

52

・少年指導委員会、民生委員･児童委員協議会、行
政等10機関が青色防犯パトロールに取組、子ども
たちの登下校時の見守り活動や各種防犯防止の為
のパトロール活動を実施している。

・引き続き、関係機関の連携の強化を促進し、青色
防犯パトロール活動を推進する。

・少年指導委員会、民生委員･児童委員協議会、行
政等10機関が青色防犯パトロールに取り組み、子
どもたちの登下校時の見守り活動や各種防犯防止
の為のパトロール活動を実施した。
・今年度は民生委員児童委員の一斉改選年であっ
たため、全委員を対象に青パト講習会を実施し、新
たな装備車両の登録も行った。

２．計画通りの取
組ができた

●【青色防犯パトロールの推進】
引き続き、青色防犯パトロールを推進し、地域の見
守り活動を強化します。

社会福祉課

5



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

40
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（2）地域住民の
見守り・支え合い
の関係づくりの推
進

●【学校見守り隊の結成、活動支援】
児童・生徒が安心安全に登下校できるよう、見
守り活動を行う学校見守り隊を学校単位で結成
し、活動を支援します。

52

令和３年度については、市内で５４３件の「子ども１１
０番の家」に協力をいただき、児童生徒の登下校の
安全確保に協力いただいている。
・学校安全ボランティア活動として、小学校区ごとに
地域児童の登下校の見守り活動が実施されてい
る。

令和４年度についても、今年度と同様に「子ども１１
０番の家」に協力をいただき、児童生徒の登下校の
安全確保に努める。
・学校安全ボランティア活動として、小学校区ごとに
地域児童の登下校の見守り活動が実施されてい
る。

・「子ども１１０番の家」に協力をいただき、児童生徒
の登下校の安全確保に努めた。
・学校安全ボランティア活動として、小学校区ごとに
地域児童の登下校の見守り活動を実施した。

２．計画通りの取
組ができた

・「子ども１１０番の家」の協力による、児童生徒の登
下校の安全確保や、学校安全ボランティア活動とし
て、小学校区ごとに地域児童の登下校の見守り活
動を実施する。

学校教育課

41
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（2）地域住民の
見守り・支え合い
の関係づくりの推
進

●【男女の交流イベント等の開催支援】
地域に残り、将来的に地域の中で暮らす若者が
増えていくように、結婚相談や男女の交流イベ
ント等の開催を支援します。

52

・コロナ禍においても積極的に婚活ができるよう「オ
ンライン婚活応縁事業補助金」として、市内未婚者
が結婚相談所等に登録する際の会員登録初期費
用の一部を補助した。
　支給者数（市内未婚者）６人（R4.1月末現在）
・市社協へ委託している「宍粟市出会いｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ
事業」では、ｺﾛﾅ禍により小規模ｲﾍﾞﾝﾄ実施。また、
結婚相談員（24人）が未婚者の相談から結婚に至る
までのｻﾎﾟｰﾄに努めた。
・独身男女の小規模交流ｲﾍﾞﾝﾄ 年３回 ｶｯﾌﾟﾙ成立１
組
・出会いｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ登録会員 成婚数０人
・結婚相談所開設数７回（５件受付）
※上記すべてＲ4.1月末現在
・「結婚新生活支援事業補助金」として、新婚家庭
（補助要件あり）の住居に要する費用の一部（上限
30万円）を補助した。支給者数７人（R4.1月末現在）

・引き続き、「オンライン婚活応縁事業補助金」及び
「結婚新生活支援事業補助金」の支給による支援を
実施する。

・引き続き、宍粟市出会いサポートセンター事業と連
携した取組を進める。

・コロナ禍においても積極的に婚活ができるよう「オ
ンライン婚活応縁事業補助金」として、市内未婚者
が結婚相談所等に登録する際の会員登録初期費
用の一部を補助した。　支給者数１人（R5.1月末現
在）
・市社協へ委託している「宍粟市出会いｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ
事業」では、ｺﾛﾅ禍により独身男女の小規模ｲﾍﾞﾝﾄ
実施。また、結婚相談員（19人）が未婚者の相談か
ら結婚に至るまでのｻﾎﾟｰﾄに努めた。
・小規模交流ｲﾍﾞﾝﾄ 年１回 ｶｯﾌﾟﾙ成立１組
・出会いｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ登録会員 成婚数1人
・結婚相談所開設数10回（6件受付）
※上記すべてＲ5.1月末現在
・「結婚新生活支援事業補助金」として、新婚家庭
（補助要件あり）の住居に要する費用の一部（上限
30万円）を補助した。支給者数9人（R5.1月末現在）

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

・引き続き、「結婚新生活支援事業補助金」の支給
による支援を実施する。

・引き続き、宍粟市出会いサポートセンター事業と連
携した取組を進める。

・「オンライン婚活応縁事業補助金」については、利
用数が減少していることから、R6年度にむけてR5年
度中に改善策等を検討する。

社会福祉課

42
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（3）誰もが活躍で
きる機会の確保

●【高齢者が地域で活躍できる取り組みの推
進】
高齢者が知識・技術等を活かし、地域で活躍で
きるよう、シルバー人材センター事業の拡大等
を通じて、高齢者が地域で活躍できる取り組み
を推進します。
（活動指標評価14）

53

事業拡大に向け、広報紙、チラシ等による加入啓発
に努めたが、厚生年金の支給開始年齢の段階的な
引き上げに伴い、企業の定年延長や再雇用制度が
広がった影響もあり、登録者数は伸び悩む現状にあ
る。
登録会員数：414人（R2年度末）、401人（令和4年1
月末）
延就業者数：26,706人（R2年度末）、26,485人（令和
4年1月末）

引続き、様々な媒体による会員や受託業務の募集
に努め、特に、再雇用制度が終了する65歳前後の
方や女性会員の加入促進に取り組む。

シルバー人材センター事業を通じて、広報紙、チラ
シ等による加入啓発に努めたが、企業の定年延長
や再雇用制度が広がった影響もあり、登録者数は
伸び悩んでいる。
登録会員数：396人（令和3年度末）、407人（令和5年
1月末）
延就業者数：37,547人（令和3年度末）、35,494人（令
和5年1月末）

４．計画に取り組
んだが目標に全
然届かなかった

高齢者が知識・技能等を活かし、地域で活躍できる
よう、様々な媒体による会員や受託業務の募集に
努め、特に、再雇用制度が終了する65歳前後から
70歳代の方や女性会員の加入促進に取り組む。

高年福祉課

43
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（3）誰もが活躍で
きる機会の確保

●【若者の地域活動参加促進】
子どもや若者が地域活動に興味を持ち、参加で
きる工夫や働きかけを行います。

53

生涯学習推進協議会の活動の中で、長期休暇中に
地域の子どもが集まり、勉強をしたり、地域のさまざ
まな人と関わる機会を創出する取組を行う予定で
あったが、新型コロナウイルスの影響で実施できな
い見込み。

新型コロナウイルスの感染拡大の状況をみながら、
左記取組を進める。

生涯学習推進協議会の活動の中で、長期休暇中に
地域の子どもが集まり、勉強をしたり、地域のさまざ
まな人と関わる機会を創出する取組を行う予定で
あったが、新型コロナウイルスの影響で実施できな
い見込み。

５．取組ができな
かった

現在、地域で若者や女性など、さまざまな個人や団
体が参画し、活躍することのできる、地域運営組織
の創出に取り組んでおり、当組織の設置を進める中
で誰もが活躍できる機会の確保に取り組んでいく。

まちづくり推
進課

44
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（3）誰もが活躍で
きる機会の確保

●【分野を超えて人と人がつながる環境づくり】
福祉・教育・環境・産業・まちづくり等、分野を超
えて人と人がつながる場や環境づくりに取り組
みます。

53

・総合的な仕事の相談窓口業務として生活困窮者
就労支援事業（福祉）と無料職業紹介事業（産業）と
が連携し、複合的な課題を抱え就労に困難な人へ
の一体的な支援を実施している。。
・社協が実施する食のセーフティネット事業との連
携、食品ロスの観点から余剰食品の活用、募集な
どの取組を一体的に行うため、フードドライブ庁内連
絡調整会議を開催した。(人権推進課、生活衛生
課、森林環境課、社会福祉課)また、消費生活セン
ター主催でフードドライブ（余剰食品の寄付）を実施
（R3：1回）

既存の分野（事業）連携等を継続して実施しすると
ともに、生活困窮者への支援に対しても全庁的な支
援が行えるよう連携を図る。
社協と連携し、余剰食品募集からこう配布

・総合的な仕事の相談窓口業務として生活困窮者
就労支援事業（福祉）と無料職業紹介事業（産業）と
が連携し、複合的な課題を抱え就労に困難な人へ
の一体的な支援を実施している。。
・社協が実施する食のセーフティネット事業との連
携、食品ロスの観点から余剰食品の活用を行うた
め、消費生活センターでフードドライブ（余剰食品の
寄付）を実施（5月と10月の2回）

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

・地域づくりを推進するためには、まちづくり推進部
局と福祉部局の連携が重要になってくるためお互い
の取組や実施している事業内容を共通認識するた
めの学習会等を計画する。
・令和５年度は健康福祉部でもたくさんの事業計画
を策定することとなっているため、これを好機として
各部局との連携や調整をさらに推進する必要があ
る。

全庁

45
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（3）誰もが活躍で
きる機会の確保

●【様々な課題を抱える人への理解の推進】
障がいや貧困等様々な課題を抱える人が地域
で活躍できるよう、地域や事業所等における理
解促進を推進します。

53
　山崎民生委員児童委員の中堅期を対象にひきこ
もり研修実施　令和3年11月29日

　今後も障がいや貧困等様々な課題を抱える人が
地域で活躍できるよう、地域や事業所等における理
解促進を推進します。

生活困窮者自立相談支援事業と通じて、就労面で
は公共職業安定所、わくわーくステーションと連携し
就労支援を行った。また、必要に応じて職安、事業
所などに対象者と同行して支援を行った

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

・引き続き生活困窮者自立支援の中で、関係機関、
事業所等と積極的な連携を図り、困窮からの脱却を
支援する
・様々な課題への理解を地域や事業所に広める取
組を全庁的に検討する横断的な推進体制を図る必
要がある。
・市内に居住する外国人がかなり増加している。外
国人への理解や住みやすい環境づくりについて、全
庁的・横断的に推進する体制づくりを検討する。

健康福祉部

6



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

46
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（3）誰もが活躍で
きる機会の確保

●【NPO・企業等と市民・行政協働でのまちづく
り】
NPOや企業等が市民や行政とともにまちづくり
に参画し、それぞれの得意分野を生かし、力を
発揮できる環境づくりに取り組みます。

53
しそう元気げんき大作戦事業においてNPO法人等
の活動を支援することにより、様々な分野における
地域課題の解決に向け協働した取組を進めた。

引き続き、しそう元気げんき大作戦事業に取り組
み、NPO法人等のまちづくりへの参画を支援する。

しそう元気げんき大作戦事業においてNPO法人等
の活動を支援することにより、様々な分野における
地域課題の解決に向け協働した取組を進めた。

２．計画通りの取
組ができた

引き続き、しそう元気げんき大作戦事業に取り組
み、NPO法人等のまちづくりへの参画を支援する。

まちづくり推
進課

47
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（3）誰もが活躍で
きる機会の確保

●【老人クラブの活動費補助】
高齢者の社会参加や生きがいづくりを図るた
め、老人クラブ連合会や単位老人クラブに対し
て活動費の補助を行います。
（活動指標評価13）

53

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、活
動規模の縮小を余儀なくされる中、老人クラブ連合
会や単位老人クラブが取り組む社会奉仕活動、教
養講座、健康推進事業、地域支えあい活動等に補
助を行った。
老人クラブの会員数の減少や役員のなり手不足等
により、単位老人クラブ数については、年々減少傾
向にある。
活動費補助件数：114単位クラブ（令和2年度）、109
単位クラブ（令和3年度）

老人クラブの活動は、高齢者の生きがいや健康づく
りのために重要であると共に、老人クラブが地域の
担い手として重要な役割を果たす組織であることか
ら、引続き、高齢者が地域活動に参加しやすいよう
支援を図る。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、活
動規模の縮小を余儀なくされる中、老人クラブ連合
会や単位老人クラブが取り組む社会奉仕活動、教
養講座、健康推進事業、地域支えあい活動等に補
助を行った。
老人クラブの会員数の減少や役員のなり手不足等
により、単位老人クラブ数については、年々減少傾
向にある。
活動費補助件数：109単位クラブ（令和3年度）、107
単位クラブ（令和4年度）

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

コロナ禍における地域のつながりの希薄化、外出機
会の減少によるフレイルの進行、地域活動の停滞
などの新たな地域課題に対応するため、令和5年度
より3年間を目途に、これまでの補助メニューに加
え、ウィズコロナ時代への対応のための活動や高齢
者、子育て世帯、障害者等の属性を問わない地域
の支え合い活動等を補助メニューに加え、支援対象
を拡充する。

高年福祉課

48
２．みんなで支え
合う仕組みづくり

（3）誰もが活躍で
きる機会の確保

●【市職員の地域活動への参加】
地域活動に市職員も積極的に参加し、分野を超
えた人のつながりをつくります。

53
働き方改革に取り組み、職場滞在時間の抑制し、地
域活動に参加しやすい職場環境をつくる。

働き方改革に取り組み、職場滞在時間の抑制し、地
域活動に参加しやすい職場環境をつくる。

働き方改革に取り組み、職場滞在時間を抑制し、地
域活動に参加しやすい職場環境をつくる。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

働き方改革に取り組み、職場滞在時間を抑制し、地
域活動に参加しやすい職場環境をつくる。

総務課

49
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【情報提供】
市広報紙や市広報サイトのほか、しーたん通信
やしそうチャンネル、保健福祉サービスガイド
ブック等を活用し、身近な相談窓口の周知啓発
や福祉サービスを利用したい人が適切にサービ
スを利用できるような情報提供に努めます。

55

・保健福祉サービスについて、各サービスの内容、
対象者、申請手続き方法などを記載したサービスガ
イドブックを作成した。(健康福祉部)
・社会福祉協議会が実施する結婚相談、弁護士相
談、子育てサロン等について、市と連携ししーたん
通信やしそうチャンネルで情報発信を行った。(社会
福祉課)

引き続き、相談支援体制・情報提供の充実に努め
る。

生活保護制度や生活困窮者支援、各種給付金等に
ついて、HP等で周知を行った。

２．計画通りの取
組ができた

R4年度に引き続き、生活保護制度や生活困窮者支
援について、HP等で周知を行う。

健康福祉部

50
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【ふくし総合相談窓口】
制度の狭間問題等への対応として、アウトリー
チによる相談支援等を推進するとともに、ふくし
総合相談窓口の設置に努めます。
（活動指標評価19）

55

（福祉相談課）
　はじめに相談を受けた職員が、相談内容により健
康福祉部内の職員と連携を図り、必要に応じ多職
種によるチームとして訪問等により相談支援を実施
した。

（福祉相談課）
　引き続き、地域共生社会の取組ができるよう、関
係機関と連携しながら福祉の総合窓口としての業
務を行う。

(社会福祉課）
困窮者等に対する相談支援において、相談者の実
情に応じて生活保護ケースワーカー、ひとり親支
援、ひきこもり支援担当課と連携し、総合的な支援
を行った。
(福祉相談課）
関係機関と連携しながら福祉の総合相談窓口とし
て業務を行った。

２．計画通りの取
組ができた

(社会福祉課）
生活困窮者等への支援については、様々な問題を
抱えているケースが多いため、課をまたいだ支援が
必要となることが多いため、関係機関、専門職員等
と連携し、支援を必要としている人に対して取りこぼ
しのないよう支援を行う。
（福祉相談課）
　引き続き、地域共生社会の取り組みができるよう、
関係機関と連携しながら福祉の総合窓口としての
業務を行う。

健康福祉部

51
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【情報提供】
手話通訳や音読サービスの実施等、目や耳に
障がいのある人等に配慮した情報提供を推進し
ます。

55
Net119緊急通報システム登録説明会（2/20予定）を
実施し、利用登録の支援（実施主体は西はりま消防
組合）

遠隔手話通訳サービスやNet119緊急通報システム
の利用について、利用者支援を行う。

Net119緊急通報システムの運営会社が変更となっ
たため、登録支援及び説明会（1/29）を実施し、利
用登録の支援や利用方法を説明（実施主体は西は
りま消防組合）
1/29に参加できなかった人には別途登録説明を3/9
に実施する予定。

２．計画通りの取
組ができた

遠隔手話通訳サービスやNet119緊急通報システム
の利用について、利用者支援を行う。

障害福祉課

52
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【包括的な相談体制の強化】
社会福祉協議会をはじめとする専門機関・団体
と連携し、包括的な相談体制を強化します。

55

生活困窮分野における社会福祉協議会との実務担
当者会議を開催、自立相談支援機関等との連携に
より、ケースに応じた包括的な相談支援等を実施し
た。
特にコロナの影響により生活に困窮された方への
支援について強化した。

包括的な相談体制の強化を目的として、引き続き関
係機関との情報共有、横の連携を図る。

生活保護受給者や生活困窮者に対して、必要に応
じてケース会議を行うなど、支援が必要な人に対し
て関係機関と連携して対応した。

２．計画通りの取
組ができた

引き続き、生活に困窮している人に対して、生保、
自立相談、貸付、食糧支援等、行政と社協等の関
係機関と連携して必要な支援を行う。

社会福祉課

53
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【情報提供】
地域づくりに関する複数の事業を一体的に実施
していくため、支援制度や活動内容等について
わかりやすい情報提供を行います。

55
地域づくりに関する支援制度について、定期的に広
報やホームページでお知らせしたうえで、窓口等で
相談対応を行った。

引き続き、広報やホームページでわかりやすい情報
提供に取り組む。

地域づくりに関する支援制度について、定期的に広
報やホームページでお知らせしたうえで、窓口等で
相談対応を行った。

２．計画通りの取
組ができた

引き続き、広報やホームページでわかりやすい情報
提供に取り組む。

まちづくり推
進課

7



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

54
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【しそう学校サポートチーム】
しそう学校サポートチームにより、いじめや不登
校等の問題行動に関する相談・支援体制の充
実を図り、学校や保護者に対する支援を推進し
ます。

55

・スクールソーシャルワーカー、青少年育成センター
相談員、適応教室指導員、指導主事などで編成さ
れる「しそう学校サポートチーム」による学校や保護
者に対する支援を実施。（令和３年度38回派遣）

・スクールソーシャルワーカー、青少年育成センター
相談員、適応教室指導員、指導主事などで編成さ
れる「しそう学校サポートチーム」による学校や保護
者に対する支援を実施。（令和４年度38回派遣予
定）

・スクールソーシャルワーカーや青少年育成セン
ター指導員、適応教室さつき学級指導員や指導主
事などで編成される「しそう学校サポートチーム」に
よる保護者面談やケース会議の実施等により、児
童生徒や保護者、学校に対する支援を行った。

２．計画通りの取
組ができた

・しそう学校サポートチームにより、いじめや不登校
等に関する相談・支援体制の充実を図り、児童生徒
や保護者、学校に対する支援を推進する。

学校教育課

55
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【地域包括支援センター】
「地域包括支援センター」と地域における多様な
関係機関等との連携を強化し、機能の充実を図
ります。

56
　地域包括支援センターと地域における関係機関と
連携を図り、センター機能の充実を図った。

　今後も地域包括支援センターと地域における関係
機関と連携を図り、機能の充実を図る。

　「地域包括支援センター」と地域における多様な関
係機関等との連携を強化し、機能の充実を図った。

２．計画通りの取
組ができた

　今後も地域包括支援センターと地域における関係
機関と連携を図り、機能の充実を図る。

福祉相談課

56
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【子育てしやすい環境づくり】
妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を
行う「子育て世代包括支援センター」の周知・利
用促進を図ります。また、親子同士の交流促進
や育児相談等を行う「子育て支援センター」との
連携強化を図り、子育てしやすい環境づくりを進
めます。

56

母子手帳交付時に保健師が個別に面接を実施し、
「しそうスクスク応援プラン」を作成し、切れ目のない
支援の提供を図る。また子育て支援センターや相談
支援や交流の場等の周知を図る。

母子手帳交付時の面接実施、しそうスクスク応援プ
ランの作成、切れ目のない支援の提供を図る。

伴走型の支援として、母子手帳交付時に保健師が
個別に面接を実施し、「しそうスクスク応援プラン」を
作成。妊娠中・出産後にアンケートを実施し、電話
相談・面接を実施。切れ目のない支援の提供を図
る。また子育て支援センターや相談支援や交流の
場等の周知を図る。

２．計画通りの取
組ができた

全妊婦に面接、スクスク応援プランを作詞
全産婦に訪問、アンケート等実施する。
必要時には、再訪問や相談支援、産後ケア等の支
援、専門相談につなげていく。また子育て支援セン
ターや専門相談や交流の場等の周知を図る。

保健福祉課

57
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【家庭児童相談室】
児童及び児童を養育する保護者等に係る様々
な問題の解決を図るため、「家庭児童相談室」
に家庭相談員を配置し、相談室の周知を行うな
ど利用の促進を図ります。

56
家庭相談員とＳＶを配置し要保護児童対策地域協
議会の開催、進行管理などを確実に行った。

要保護児童対策地域協議会の開催、進行管理を確
実に実施する。

家庭相談員とＳＶを配置し要保護児童対策地域協
議会の開催、進行管理などを確実に行った。

２．計画通りの取
組ができた

要保護児童対策地域協議会の開催、進行管理を確
実に実施する。

保健福祉課

58
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【乳児家庭訪問・養育支援訪問・健康相談】
生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪
問し、様々な悩みの相談や子育て支援を行う乳
児家庭全戸訪問、養育支援が必要な家庭へ訪
問し、養育上の問題を解決する養育支援訪問、
乳児の健康相談等を行います。

56

【乳児家庭全戸訪問事業】
保健師が新生児訪問を兼ねて出産された家庭を全
戸訪問し、支援が必応な家庭には再訪問や家庭児
童相談室と連携を図るなど支援を行った。
【養育支援訪問事業】
実績０件
必要なサービスは緊急性等アセスメントし、他の
サービスも含めコーディネートする。

【乳児家庭全戸訪問事業】
保健師が新生児訪問を兼ねて出産された家庭を全
戸訪問し、産後うつの早期発見や乳児の発育や母
親の健康状態の把握や育児相談等を行なう。
【養育支援訪問事業】
必要なサービスは緊急性等アセスメントし、他の
サービスも含めコーディネートする。

●【乳児家庭訪問・養育支援訪問・健康相談】
生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問
し、様々な悩みの相談や子育て支援を行う乳児家
庭全戸訪問、養育支援が必要な家庭へ訪問し、養
育上の問題を解決する養育支援訪問、乳児の健康
相談等を行います。

２．計画通りの取
組ができた

生後4か月までの乳児のいるすべての家庭に保健
師が訪問を実施。
養育支援が必要な家庭への訪問を実施し、必要な
支援、相談につなげる。

保健福祉課

59
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【子ども家庭総合支援センター】
すべての子どもとその家庭及び妊産婦等に対
し、妊娠期から子どもの社会的自立に至るまで
の包括的・継続的な相談支援を行う「子ども家
庭総合支援センター」の活動を推進するととも
に、事業の周知・利用促進を図ります。

56

特定妊婦の把握、乳幼児健診未受診者対策等、母
子保健分野と連携を図り支援した。
DV担当との連携を強化するため、ケースの共有等
行っている。

特定妊婦の把握、乳幼児健診未受診者対策等、母
子保健分野と連携を図り支援する。また、ＤＶ担当と
連携し幼い子どものいるＤＶケースの支援を行う。

特定妊婦の把握、乳幼児健診未受診者対策等、母
子保健分野と連携を図り支援した。
DV担当との連携を強化するため、ケースの共有等
行っている。

２．計画通りの取
組ができた

特定妊婦の把握、乳幼児健診未受診者対策等、母
子保健分野と連携を図り支援する。また、ＤＶ担当と
連携し幼い子どものいるＤＶケースの支援を行う。

保健福祉課

60
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【ひとり親家庭の支援】
ひとり親家庭からの相談に対し、母子・父子自
立支援員による相談支援の充実を図ります。ま
た、自立に向けて各種手当や給付金等による
支援を行います。
（活動指標評価15）

56

・母子・父子自立支援員を配置し、離婚前相談等も
含め、ひとり親家庭の生活の悩みや自立に向けた
支援を行っている。
相談件数221件、相談人数114人（Ｒ4年1月末）
・要件を満たすひとり親世帯に対し児童扶養手当を
支給し、生活の安定と自立を支援している。
・自立支援教育訓練給付金または高等職業訓練促
進等事業　申請０件
＜Ｒ２年度実施事業＞
・コロナ禍において、子どもの入学や進級の時期を
迎え、子育てと仕事を一人で担うひとり親世帯の経
済的負担を軽減するため、「ひとり親世帯しそう応援
金」を支給

・要件を満たす申請者に児童扶養手当を支給し、生
活の安定と自立を支援する。
・自立支援教育訓練給付金または高等職業訓練促
進等事業の要件を満たす申請者に助成を行い、自
立に向けたスキルアップの取組を行う。
・新規事業：しそう子育て世帯への臨時特別給付金
・新規事業：ひとり親世帯しそう応援金事業

・母子・父子自立支援員を配置し、離婚前相談等も
含め、ひとり親家庭の生活の悩みや自立に向けた
支援を行っている。
相談件数184件、相談人数62人（Ｒ5年1月末）
・要件を満たすひとり親世帯に対し児童扶養手当を
支給し、生活の安定と自立を支援している。
・自立支援教育訓練給付金　支給１人（Ｒ5年1月末）
・高等職業訓練促進等事業　支給１人（Ｒ5年1月末）
＜Ｒ４年度実施事業＞
・コロナ禍において、子どもの入学や進級の時期を
迎え、子育てと仕事を一人で担うひとり親世帯の経
済的負担を軽減するため、「ひとり親世帯しそう応援
金」及び「しそう子育て世帯価格高騰緊急支援金」を
支給した。

２．計画通りの取
組ができた

・要件を満たす申請者に児童扶養手当を支給し、生
活の安定と自立を支援する。
・自立支援教育訓練給付金または高等職業訓練促
進等事業の要件を満たす申請者に助成を行い、自
立に向けたスキルアップの取組を行う。
・「しそう子育て世帯価格高騰緊急支援金」
　（R5.3.31までに出生した子で15日特例の対象者）

社会福祉課

61
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【基幹相談支援センター】
障がいのある人の自立した日常生活や社会生
活を支援するため、「基幹相談支援センター」の
相談体制の充実を図ります。
（活動指標評価16）

56
　障がいのある人や家族が相談しやすい体制を作
るため、障害福祉課と連携を図りセンター機能の充
実を図った。

　今後も、障害福祉課をはじめ関係機関との連携を
深めることで、機能の充実を図る。

　障がいのある人や家族が相談しやすい体制を作
るため、障害福祉課と連携を図りセンター機能の充
実を図った。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

　今後も、障害福祉課をはじめ関係機関との連携を
深めることで、機能の充実を図る。

福祉相談課

8



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

62
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【生活困窮者自立支援相談】
生活に困窮している人から窓口や電話による
様々な相談を受け、自立に向けた包括的な支
援を行うため、生活困窮者自立支援相談の充
実や利用促進を図ります。
（活動指標評価17）

56

相談支援員及び就労支援員を配置し、生活困窮者
自立相談支援事業を実施した。また、就労にかかる
自立相談支援の一部を委託により実施した。
特に社協の生活福祉資金（コロナ特例）利用者に対
し、生活の再建に向けた支援を実施している。
1月末現在の実績：104人
（内訳：直営89人、委託15人）

生活困窮者自立相談支援事業を継続して実施し、
引き続き直営及び委託事業の両輪で包括的な相談
支援を実施する。

相談支援員及び就労支援員を配置し、生活困窮者
自立相談支援事業を実施した。また、就労にかかる
自立相談支援の一部を委託により実施した。
特に社協の生活福祉資金（コロナ特例）利用者に対
し、生活の再建に向けた支援を実施している。
1月末現在の実績：88人
（内訳：直営68人、委託20人）

２．計画通りの取
組ができた

生活困窮者自立相談支援事業を継続して実施して
いく中で、社協やわくわーくステーション等と連携し
て、生活困窮者の自立に向けた包括的な支援を行
う。

社会福祉課

63
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【認知症地域支援推進員・認知症初期集中支
援チーム】
認知症の人やその家族からの相談に対し、認
知症地域支援推進員による相談支援の充実を
図ります。また、認知症初期集中支援チームに
よる認知症の早期相談、早期対応に取り組みま
す。
（活動指標評価18）

56

　認知症の人やその家族からの相談に対し、認知
症地域支援推進員・保健師・社会福祉士等による相
談支援の充実を図った。
　市の健診に合わせ70歳～74歳の方を対象に兵庫
県版認知症チェックシートを活用し認知症予防健診
を実施した。また、相談等の際にもチェックシートを
活用した。その中で、認知機能の低下や社会生活
に支障が出ている可能性が高い方に対し、訪問に
より本人の心身状態を確認し、認知機能低下が考
えられる方については、認知症初期集中支援チー
ムによる認知症の早期発見、早期対応等につなげ
た。
　月1回定例で認知症初期集中チーム会議を開催し
ている。

　今後も認知症の人やその家族からの相談や、認
知症予防健診の結果をみながら認知機能の低下が
考えられる方に対し、認知症地域支援推進委員、保
健師、社会福祉士等の専門職による相談支援の充
実を図る。また、認知症初期集中支援チームによる
認知症の早期発見、早期対応に取り組む。

　認知症の人やその家族からの相談に対し、認知
症地域支援推進員・保健師・社会福祉士等による相
談支援の充実を図った。
　市の健診に合わせ70歳～74歳の方を対象に兵庫
県版認知症チェックシートを活用し認知症予防健診
を実施した。また、相談等の際にもチェックシートを
活用した。その中で、認知機能の低下や社会生活
に支障が出ている可能性が高い方に対し、訪問に
より本人の心身状態を確認し、認知機能低下が考
えられる方については、認知症初期集中支援チー
ムによる認知症の早期発見、早期対応等につなげ
た。
　9月のアルツハイマー月間に、広報で認知症初期
集中支援チームの取り組みやオレンジカフェ（認知
症カフェ）について周知をした。

２．計画通りの取
組ができた

　今後も認知症の人やその家族からの相談や、認
知症予防健診の結果をみながら認知機能の低下が
考えられる方に対し、認知症地域支援推進員、保健
師、社会福祉士等の専門職による相談支援の充実
を図る。また、認知症初期集中支援チームによる認
知症の早期発見、早期対応に取り組む。

福祉相談課

64
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（1）相談支援体
制・情報提供の
充実

●【福祉事務所における相談援助等の質の向
上】
福祉事務所における相談援助等の質を高める
ため、福祉専門職の配置、社会福祉主事の資
格取得の促進、研修の実施・参加促進等を行い
ます。

56

全国市町村国際文化研修所主催の専門研修の受
講案内を配布し参加希望者を募った。
・社会的孤立の増加への対応
・生活困窮者の自立支援
・児童虐待への対応
・社会福祉法人制度と自治体実務　ほか
また、市単独研修として、傾聴スキルを高める研修
等を実施した。

全国市町村国際文化研修所主催の専門研修の受
講案内を配布し参加希望者を募る。
・社会的孤立の増加への対応
・生活困窮者の自立支援
・児童虐待への対応
・社会福祉法人制度と自治体実務　ほか
また、市単独研修として、傾聴スキルを高める研修
等を実施する。

全国市町村国際文化研修所主催の専門研修の受
講案内を配布し参加希望者を募った。
・社会的孤立の増加への対応
・生活困窮者の自立支援
・児童虐待への対応
・社会福祉法人制度と自治体実務　ほか
また、市単独研修として、傾聴スキルを高める研修
等を実施した。

２．計画通りの取
組ができた

全国市町村国際文化研修所主催の専門研修の受
講案内を配布し参加希望者を募った。
・社会的孤立の増加への対応
・生活困窮者の自立支援
・児童虐待への対応
・社会福祉法人制度と自治体実務　ほか
また、市単独研修として、傾聴スキルを高める研修
等を実施した。

総務課

65
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（2）課題解決に
向けた多様な主
体のつながりの
構築と強化

●【宍粟市地域福祉計画推進会議】
宍粟市地域福祉計画推進会議を定期的に開催
し、市の保健・福祉施策を総合的かつ効果的に
推進します。

58

令和4年3月22日に会議開催し、本計画2年目の市
の取組内容（評価等）について確認・検証を行いま
す。
※書面会議に変更し、ご意見を伺いフィードバックさ
せていただきます。

毎年度、当該年度の市の取組内容（評価等）を確認
し、本計画の進捗管理を行う。

本計画3年目の市の取組内容（評価等）について確
認・検証を行っている。

４．計画に取り組
んだが目標に全
然届かなかった

・毎年度、当該年度の市の取組内容（評価等）を確
認し、本計画の進捗管理を行う。
・R５年度より第４期地域福祉計画の策定事業が開
始されるため、第３期の進捗管理と並行して早急に
力を入れて取り組むべき施策を検討し推進してい
く。

社会福祉課

66
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（2）課題解決に
向けた多様な主
体のつながりの
構築と強化

●【情報共有・包括的支援の推進】
庁内各課を横断したサポート体制を構築し、困
難な事例等に対する連携的な支援や会議の開
催等、情報共有や包括的な支援の推進に取組
ます。

58

（福祉相談課）
　市民や民生委員民生児童委員、介護保険サービ
ス事業所等からの相談や、介護支援専門員が開催
するサービス担当者会議、地域包括支援センター
が開催する地域ケア個別会議・自立支援サポート
会議により明らかになった課題等に対し、関係機関
を巻き込み課題解決に向けて検討した。
　関係部署との会議等を開催し、情報共有を行い包
括的な支援、対応を行った。

　今後も庁内各課を横断したサポート体制を構築
し、困難な事例等に対し連携して支援、会議の開催
等、情報提供や包括的な支援の推進に取り組む。

困難ケースなどへの対応については、福祉事務所
長を含め関係機関と連携し、ケース会議を開くな
ど、対象者の支援方法や課題の解決に向けて庁内
でケース検討を行った。

２．計画通りの取
組ができた

引き続きケースの課題に応じて関係課を横断した支
援体制の中、困難な事例等に対し連携して支援、会
議の開催等、情報提供や包括的な支援の推進に取
り組む。

健康福祉部

67
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（2）課題解決に
向けた多様な主
体のつながりの
構築と強化

●【地域連携の推進】
地域の相談機能の強化に向けて、民生委員・児
童委員・民生・児童協力委員と地域の各団体、
専門機関とが情報交換やニーズ把握を行い、
連携できる取組を推進します。

58

・民生委員児童委員協議会定例会への社会福祉協
議会職員の参加や主任児童委員による小中学校、
園、保育所、高等学校訪問など関係機関との連携
促進を図った。

・引き続き、民生委員・児童委員が関係機関と円滑
に連携できるよう、パイプ役として支援していく。

・民生委員児童委員協議会定例会への社会福祉協
議会職員の参加や主任児童委員による小中学校、
幼稚園、保育所、高等学校訪問など関係機関との
連携促進を図った。

２．計画通りの取
組ができた

・引き続き、民生委員・児童委員が関係機関と円滑
に連携できるよう、パイプ役として支援していく。

社会福祉課

68
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（2）課題解決に
向けた多様な主
体のつながりの
構築と強化

●【地域ケア個別会議】
地域ケア個別会議において、介護・医療・福祉
の関係者が連携を図り、課題解決や支援方法
等についての協議・検討を行います。
（活動指標評価20）

58

　処遇困難ケース等に対しどのようにチームとして
関わっていくか検討する地域ケア個別会議を11回
開催、軽度者に対し自立に向けた支援を検討する
自立支援サポート会議を月1回開催した。

　今後も地域ケア個別会議や自立支援サポート会
議において、介護・医療・福祉の関係者が連携を図
り、課題解決や支援方法等についての協議・検討を
行う。

　処遇困難ケース等に対しどのようにチームとして
関わっていくか検討する地域ケア個別会議を8回開
催（9ケース検討）、軽度者に対し自立に向けた支援
を検討する自立支援サポート会議を11回開催（29
ケース検討）した。（令和5年2月末現在）

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

　今後も地域ケア個別会議や自立支援サポート会
議において、介護・医療・福祉の関係者が連携を図
り、課題解決や支援方法等についての協議・検討を
行う。

福祉相談課

69
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（2）課題解決に
向けた多様な主
体のつながりの
構築と強化

●【要保護児童対策地域協議会】
要保護児童対策協議会において、保健・医療・
福祉、教育、警察等の関連機関が連携し、児童
虐待等の発生予防及び早期発見・対応を行い
ます。

58
代表者会議１回、実務者会議４回、ケース会議７回
実施した。

代表者会議１回、実務者会議４回、ケース会議必要
時実施予定である。

代表者会議１回、実務者会議４回、ケース会議３回
実施した。

２．計画通りの取
組ができた

代表者会議１回、実務者会議４回、ケース会議必要
時実施予定である。

保健福祉課

9



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

70
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（2）課題解決に
向けた多様な主
体のつながりの
構築と強化

●【地域自立支援協議会】
地域自立支援協議会を開催し、保健・医療・福
祉、企業等の関係機関が連携し、地域における
障がいのある人等への支援体制についての協
議を行います。

58

2回の会議を開催
第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画の
検証や地域生活支援拠点整備の充実に向けた協
議を行った。
部会の開催ができなかった。

第６期障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画の
進捗管理及び評価を行う。
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構
築に向けた協議を行う

3回の会議を開催
第4次障害者計画、第7期障害福祉計画及び第3期
障害児福祉計画の策定に向けたアンケ－トの内容
等について協議を行った。
部会の開催ができなかった。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

第4次障害者計画、第7期障害福祉計画及び第3期
障害児福祉計画を策定する。
部会を開催し、地域生活支援拠点のしくみ等を充実
させるための協議を行う。

障害福祉課

71
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（2）課題解決に
向けた多様な主
体のつながりの
構築と強化

●【自殺対策連絡協議会】
「宍粟市自殺対策計画」に基づき、地域全体で
問題を共有するために、市、社会福祉協議会、
民生委員児童委員協議会連合会、福祉、経済
関係等の団体による自殺対策推進連絡会を開
催し、包括的な自殺対策に取り組みます。

59

自殺対策連絡協議会を10月に1回実施、2回目を2
月22日に予定していたが、新型コロナ感染症の影
響で実施を見合わせる。
10月の会議では、「宍粟市自殺対策計画」の検証、
進捗管理を実施し、各関係機関に顔の見える関係
づくりに取り組めた。

自殺対策連絡協議会　2回(10月・2月)実施予定であ
る。

自殺対策連絡協議会　２回（10月、２月）
宍粟市自殺対策計画の進捗管理、評価を実施し、
各関係機関の顔の見える関係づくりに取り組んだ。

２．計画通りの取
組ができた

自殺対策連絡協議会　３回実施予定 保健福祉課

72
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（3）権利擁護等
の取り組みの推
進

●【成年後見制度の普及啓発】
「西播磨成年後見支援センター」と連携し、成年
後見制度の普及啓発、地域の身近な存在であ
る市民後見人候補者の養成と支援を推進しま
す。
（活動指標評価21）　（活動指標評価22）

60

　西播磨成年後見支援センターに委託して、毎年市
民後見人養成講座を開催。
　基礎研修、実践活動研修、フォローアップ研修の
すべてを修了したのは９名。
　令和４年１月末現在、市民後見人バンク登録者数
は53名となっている。今年度養成研修全課程修了
者のうち新たに３名がバンク登録申込みをされてい
る。

　現在、西播磨成年後見支援センターへ委託して広
域で養成講座の実施と市民後見人の活動のための
支援を行っている。修了者のうち登録される方の人
数は少なく、実際後見業務を行っている方も数える
程度であり、今後市民後見人が活動していくうえで
の課題などを整理していく必要がある。

　市民後見人養成講座を開催し、４名が全講座を修
了した。
　支援者向け成年後見制度利用促進研修会を開催
し、ケアマネジャーなど54名が出席した。

２．計画通りの取
組ができた

　より身近な地域で権利擁護・成年後見制度の利用
促進を図ることができるよう市単独で制度の運用を
行う。
　司法関係者による相談体制を整備する。
　司法関係者、居宅介護支援事業省などの支援
者、民生委員児童委員などと地域連携ネットワーク
を構築し、成年後見制度の利用促進を図る。

福祉相談課

73
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（3）権利擁護等
の取り組みの推
進

●【成年後見の市長申し立て】
判断能力が不十分な人の権利を擁護するた
め、申し立てを行う親族がいない等の理由によ
り成年後見制度を利用することができない人を
対象に、成年後見の市長申し立てを行います。

60

　判断能力が不十分な人の権利を擁護するため、
申し立てを行う親族がいない等の理由により成年後
見制度を利用することができない人を対象に、成年
後見の市長申立てを２件した。

　今後も判断能力が不十分な人の権利を擁護する
ため、申し立てを行う親族がいない等の理由により
成年後見制度を利用することができない人を対象
に、成年後見の市長申し立てを行う。

　認知症により判断能力が低下した高齢者１名の市
長申立てを行った。

２．計画通りの取
組ができた

　判断能力が不十分な人の権利を擁護するため、
申立てを行う親族がいない等の理由により成年後
見制度の申立てが困難な者に対して、司法関係
者、ケアマネジャーなどの支援者と連携して市長申
立てを行う。

福祉相談課

74
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（3）権利擁護等
の取り組みの推
進

●【社会福祉協議会との連携】
比較的軽度な認知症等により金銭管理等の支
援が必要な高齢者が福祉サービス利用できる
よう、社会福祉協議かと連携し制度の啓発を図
ります。

60

　相談を受ける中で、比較的軽度な認知症等により
金銭管理等の支援が必要な高齢者が福祉サービス
を利用できるよう、社会福祉協議会と連携し制度の
啓発を図った。

　今後も社会福祉協議会の日常生活自立支援事業
の専門員と連携しながら制度の啓発を図る。

　日常生活自立支援事業の利用、成年後見制度へ
の移行など、支援対象者の状態により適宜社会福
祉協議会と協議を行った。

２．計画通りの取
組ができた

　日常生活自立支援事業の利用、成年後見制度へ
の移行など、支援が必要な者に対して、適切なサー
ビスが提供できるよう連携して支援を行う。

福祉相談課

75
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（3）権利擁護等
の取組の推進

●【DV・児童虐待に関する相談窓口等の周知】
DV（ドメスティック・バイオレンス）や被虐待児に
対する相談、支援、一時保護を関係機関と連携
し、対応するとともに、要保護児童対策地域協
議会の開催、相談窓口等の周知、講演会等の
開催、児童虐待防止マニュアルの作成（更新）
等を行います。また、児童虐待が疑われる場合
の通告義務についても市民への周知啓発を図
ります。

60

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関
する法律に基づき、婦人相談員を設置し、配偶者等
からの暴力被害者の相談、必要な指導及び支援を
行っている。
・保護を必要とする人に対して支援し、自立に向け
たサポートを実施した。
・デートＤＶ防止啓発ポスターを制作し、市内の公共
機関を始め、学校関係や各企業、コンビニ等に掲示
した。
・「女性に対する暴力をなくす運動」期間中（R3.11.12
～R3.11.25）市民ロビーにﾊﾟｰﾌﾟﾙﾘﾎﾞﾝパネル等を展
示し、啓発活動に努めた。
・R3.11.2イオンにて児童虐待防止啓発に合わせてＤ
Ｖ防止啓発活動としてチラシ及び啓発グッズ等を配
布した。
・要保護児童対策地域協議会に参加し、連携した対
応を図った。

・デートＤＶ防止パンフを制作し、市内の子どもたち
へ配布することにより啓発を図る。
・「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合わせ、
市民ロビーにﾊﾟｰﾌﾟﾙﾘﾎﾞﾝパネル等を展示し、啓発
活動に努める。
・児童虐待防止月間中、イオンにて児童虐待防止啓
発と合わせてＤＶ防止啓発活動を実施する。
・引き続き、・要保護児童対策地域協議会への参加
やＤＶ被害者支援機関と児童虐待防止関係機関の
連携を更に強化し、被害者支援体制を整備する。

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関
する法律に基づき、婦人相談員を設置し、配偶者等
からの暴力被害者の相談、必要な指導及び支援を
行っている。
・保護を必要とする人に対して支援し、自立に向け
たサポートを実施した。
・デートＤＶ防止啓発パンフを制作中であり、完成し
だい、市内の公共機関を始め、小・中・高の児童生
徒へ配付する予定である。
・「女性に対する暴力をなくす運動」期間中（R4.11.12
～R4.11.25）市民ロビーにﾊﾟｰﾌﾟﾙﾘﾎﾞﾝパネル等を展
示し、啓発活動に努めた。
・R4.11.29イオンにて児童虐待防止啓発に合わせて
ＤＶ防止啓発活動としてチラシ及び啓発グッズ等を
配布した。
・要保護児童対策地域協議会に参加し、連携した対
応を図った。

２．計画通りの取
組ができた

・Ｒ5.3月末に完成予定のデートＤＶ防止パンフを市
内の小・中・高の児童生徒へ配布することにより啓
発を図る。
(配付に合わせ有効的な学習の推進について、学校
関係者等と協議・調整を図る。）
・「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合わせ、
市民ロビーにﾊﾟｰﾌﾟﾙﾘﾎﾞﾝパネル等を展示し、啓発
活動に努める。
・児童虐待防止月間中、イオンにて児童虐待防止啓
発と合わせてＤＶ防止啓発活動を実施する。
・引き続き、・要保護児童対策地域協議会への参加
やＤＶ被害者支援機関と児童虐待防止関係機関の
連携を更に強化し、被害者支援体制を整備する。

社会福祉課

76
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（3）権利擁護等
の取り組みの推
進

●【DV・児童虐待に関する相談窓口等の周知】
DV（ドメスティック・バイオレンス）や被虐待児に
対する相談、支援、一時保護を関係機関と連携
し、対応するとともに、要保護児童対策地域協
議会の開催、相談窓口等の周知、講演会等の
開催、児童虐待防止マニュアルの作成（更新）
等を行います。また、児童虐待が疑われる場合
の通告義務についても市民への周知啓発を図
ります。

60

児童福祉法や児童虐待防止法に基づき、家庭児童
相談室に家庭相談員とＳＶを配置し子どもの養育や
虐待等の相談や対応を行なった。
要保護児童対策地域協議会の開催、学校等各種関
係機関との連携、広報誌やしそうチャンネル、啓発
グッズの配布等による児童虐待防止の啓発に努め
た。

関係機関との連携を密にしながら、家庭児童相談
室の対応の強化を図る。
要保護児童対策地域協議会を定期的に開催し、家
庭児童相談室の事業やケースの管理を行う。
児童虐待防止マニュアルの有効活用と児童虐待防
止の周知啓発を行う。

児童福祉法や児童虐待防止法に基づき、家庭児童
相談室に家庭相談員とＳＶを配置し子どもの養育や
虐待等の相談や対応を行なった。
要保護児童対策地域協議会の開催、学校等各種関
係機関との連携、広報誌やしそうチャンネル、啓発
グッズの配布等による児童虐待防止の啓発に努め
た。

２．計画通りの取
組ができた

関係機関との連携を密にしながら、家庭児童相談
室の対応の強化を図る。
要保護児童対策地域協議会を定期的に開催し、家
庭児童相談室の事業やケースの管理を行う。
児童虐待防止マニュアルの有効活用と児童虐待防
止の周知啓発を行う。

保健福祉課

77
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（3）権利擁護等
の取り組みの推
進

●【地域の見守り強化・相談支援・自立支援】
高齢者や障がいのある人、児童に対する虐待
に対し、関係機関と連携し、相談先の更なる周
知や地域の見守りの強化等による早期発見・早
期対応に取り組むとともに、被虐待者への相談
支援・自立支援を図ります。

60

　高齢者虐待等の早期発見・早期対応に向け、介
護支援専門員等、福祉専門職向けに高齢者虐待対
応研修を開催し、関係機関と連携した対応の重要
性や相談先の更なる周知を図った。

　今後も高齢者の権利を守るため、関係機関との連
携を更に強化し、高齢者虐待の早期発見・早期対
応ができる体制を整備する。

　高齢者虐待等の早期発見・早期対応に向け、介
護支援専門員等、福祉専門職向けに高齢者虐待対
応研修を開催し、関係機関と連携した対応の重要
性や相談先の更なる周知を図った。

２．計画通りの取
組ができた

　今後も高齢者の権利を守るため、関係機関との連
携を更に強化し、高齢者虐待の早期発見・早期対
応ができる体制を整備する。

福祉相談課

10
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78
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（3）権利擁護等
の取り組みの推
進

●【地域の見守り強化・相談支援・自立支援】
高齢者や障がいのある人、児童に対する虐待
に対し、関係機関と連携し、相談先の更なる周
知や地域の見守りの強化等による早期発見・早
期対応に取り組むとともに、被虐待者への相談
支援・自立支援を図ります。

60

児童虐待防止キャンペーンをはじめ、里親月間の取
組など相談先の周知を行った。
また、校園長会・民生委員主任児童委員の会議へ
の出席により、連携を強化した。

児童虐待防止キャンペーンをはじめ、里親月間の取
組など相談先の周知を行う。
また、校園長会・民生委員主任児童委員の会議へ
の出席等、関係機関との連携を強化する。

児童虐待防止キャンペーンをはじめ、里親月間の取
組など相談先の周知を行った。
また、校園長会・民生委員主任児童委員の会議へ
の出席により、連携を強化した。

２．計画通りの取
組ができた

児童虐待防止キャンペーンをはじめ、里親月間の取
組など相談先の周知を行う。
また、校園長会・民生委員主任児童委員の会議へ
の出席等、関係機関との連携を強化する。

保健福祉課

79
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（3）権利擁護等
の取り組みの推
進

●【地域包括支援センター】
高齢者の権利や財産を守り自分らしく生活でき
るよう、地域包括支援センターによる支援を行
います。

61
　社会福祉士を中心に、高齢者の権利や財産を守
り自分らしく生活できるように、成年後見制度や日
常生活自立支援事業等の利用促進を図った。

　今後も高齢者の権利や財産を守り自分らしく生活
できるよう、地域包括支援センターによる支援を行
う。

　社会福祉士を中心に、高齢者の権利や財産を守
り自分らしく生活できるように、成年後見制度や日
常生活自立支援事業等の利用促進を図った。

２．計画通りの取
組ができた

　今後も高齢者の権利や財産を守り自分らしく生活
できるよう、地域包括支援センターによる支援を行
う。

福祉相談課

80
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（4）支援を必要と
する人への取組
の推進

●【生活困窮者の包括的な支援】
関係機関・団体等と連携し、生活困窮者の早期
発見に努めるとともに、生活困窮者自立支援法
に基づいた相談支援や家計の改善プランの作
成等、包括的な支援を行います。

62

生活困窮者の支援として社会福協議会と実務担当
者会議を開催し、貸付金利用者への支援について
情報共有、支援方法の検討を行った。また、社会福
協議会と連携し、フードドライブや寄付で集めた食
品を生活困窮者等へ配布する「思いやりセット配布
事業」を実施した。
実務担当者会議：3回開催
思いやりセット配布事業：2回実施（第2回　3月20日
実施予定）

社会福協議会と連携し、生活困窮者等に対する支
援方法について検討を行っていく。
また、食のセーフティネット事業についても継続した
取組として実施できる体制を構築する。

生活困窮者の支援として社会福協議会と実務担当
者会議を開催し、貸付等の利用者への支援につい
て情報共有、支援方法の検討を行った。また、社会
福協議会と連携し、フードドライブや寄付で集めた
食品を生活困窮者等へ配布する「思いやりセット配
布事業」を実施した。
実務担当者会議：1回開催
思いやりセット配布事業：2回実施（第2回　3月19日
実施予定）

２．計画通りの取
組ができた

　引き続き社会福協議会と連携し、実務担当者会議
で生活困窮者支援に関する情報を共有し、連携して
困窮者支援に対応する。
また、思いやりセット配布事業についても、継続して
実施できるよう社協と連携して取組む。

社会福祉課

81
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（4）支援を必要と
する人への取り
組みの推進

●【情報共有の推進・情報発信の強化】
医療と介護連携会議を定期的に開催し、情報共
有の推進や、市民・専門職に向けた情報発信の
強化を行います。

62

　医療と介護連携会議では、市内の新型コロナウイ
ルス感染者への支援について振り返り、第6波に備
え感染症対策について意見交換をした。また、介護
保険サービス事業所や障害福祉サービス事業所
で、新型コロナウイルス感染者等が発生した際の関
係機関への情報共有等の体制について再度検討し
た。

　今後も新型コロナウイルス感染症対策等について
は、感染状況をみながら医療と介護連携を図り感染
拡大防止につながるように情報共有や支援等につ
いて検討する。また、平時から各事業所が感染症予
防対策について検討しシュミレーションができるよう
に働きかけていく。
　後期高齢者人口が増える中、フレイル対策や認知
症の早期発見、早期支援、身寄りのない方への支
援等についても医療と介護連携を図りながら支援し
ていく。

　新型コロナウイルス感染症対策等については、医
師会、歯科医師会、薬剤師会、保健所、介護保険
サービス事業所等の関係機関と連携を図り感染拡
大防止につながるように情報共有や支援等につい
て検討した。
　市民を対象とした地域包括ケアに関する講演会を
企画し、令和5年3月21日に『人生の最期を迎える前
にすべきこと』をテーマに鳥取大学の医師を講師と
して講演会を開催。（80名参加）
　会議の開催は、ハイブリット型とし委員の方々が
参加しやすいように配慮した。（2回開催）

２．計画通りの取
組ができた

　今後も医療と介護連携会議を定期的に開催し、情
報共有の推進や、市民・専門職に向けた情報発信
の強化を行います。
　市民が、『人生の最期をどのように迎えたいの
か？』について普段から考え、大切な方に伝えるこ
とが必要であるということを啓発します。保健師や社
会福祉士、終活カウンセラーによる講座の実施やエ
ンディングノートの作成等について検討していきま
す。

福祉相談課

82
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（4）支援を必要と
する人への取り
組みの推進

●【社会福祉協議会と連携した支援】
地域の中で様々なニーズに対応する障がいの
ある人等の当事者組織について、社会福祉協
議会と連携した支援を行います。

62 各種団体の運営支援を行う。
各種団体の運営支援を行うほか、障害者スポーツ
の推進に取り組む。

各種団体の運営支援を行う。
２．計画通りの取
組ができた

各種団体の運営支援を行うほか、障害者スポーツ
の推進に取り組む。

障害福祉課

83
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（4）支援を必要と
する人への取り
組みの推進

●【状況把握・包括支援】
働くことに悩みを抱えているニートやひきこもり
状態にある人の把握を行い、専門的な相談や
就労支援等、包括的な支援を行います。

62

　若者サポートステーションによるニート、ひきこもり
状態にある者への出張相談（年６回）、相談員・保健
師によるひきこもり相談、ひきこもりサポートセンター
で相談支援を実施した。

　各事業をそれぞれ継続するとともに、北部地域で
の相談体制を強化する。

　月２回のひきこもり相談、ひきこもりサポートセン
ターによる相談・支援を行い、継続的な支援を行っ
た。また、就労段階では、相談支援事業所や社会福
祉課と連携し、障害福祉サービスにつないだり、就
労（準備）支援を行った。

２．計画通りの取
組ができた

　月２回のひきこもり相談、ひきこもりサポートセン
ターによる相談・支援を実施する。
　対象者の状況により、専門的な相談や就労（準
備）支援などに支援をつなげることで、他機関が連
携した支援を行うことができるよう取り組む。

福祉相談課

84
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（4）支援を必要と
する人への取組
の推進

●【就労相談・支援】
生活困窮者や高齢者、ひとり親家庭の等のう
ち、就労に困難を抱える人に対し、就労相談か
ら定着までの支援を行います。
（活動指標評価24）

62

日常生活習慣の改善、就労に向けた技法習得など
を支援する「就労準備支援」と、求人情報の提供や
個別相談、就職後の職場定着支援などを行う「就労
支援」を委託により実施した。
1月末現在実績：
就労準備支援10人（内就労活動につながった者3
人）
就労支援18人（内就労に結び付いた者14人）

就労準備支援事業及び就労支援事業を継続し、引
き続き生活困窮者等の就労相談・支援を行う。

日常生活習慣の改善、就労に向けた技法習得など
を支援する「就労準備支援」と、求人情報の提供や
個別相談、就職後の職場定着支援などを行う「就労
支援」を委託により実施した。
1月末現在実績：
就労準備支援10人（内就労活動につながった者2
人）
就労支援24人（内就労に結び付いた者17人）

２．計画通りの取
組ができた

　引き続き直営事業での就労支援とわくわーくス
テーションでの就労・就労準備支援について連携を
取りながら対応し、対象者の適性や状態に応じて必
要な支援を行う。

社会福祉課

11
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85
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（4）支援を必要と
する人への取組
の推進

●【子どもの貧困対策】
子どもが自身が望む将来を選択できるよう、子
どもの貧困対策として、市内の学校に在籍する
生活保護世帯や生活困窮世帯の子どもに対し
て教育支援や相談支援等を行います。

62

長期休業中に子どもの学習支援として、学習支援
相談員及びボランティアにより「がんばり教室」（拠
点型学習、市内9小学校区）を実施した。
また、試験的な取組として市内中学校１校をモデル
校として、部活動終了後の時間帯に「がんばり学
習」（市役所北庁舎）を実施した。
実績:21人が参加

＜Ｒ２年度実施事業＞
・コロナ禍において、子どもの入学や進級の時期を
迎え、子育てと仕事を一人で担うひとり親世帯の経
済的負担を軽減するため、「ひとり親世帯しそう応援
金」を支給
＜Ｒ３年度実施事業＞
・過去の特別児童扶養手当受給者（子が19歳20歳）
へ「しそう子育て世帯へサポート応援金」を支給

生活困窮者世帯の児童を対象とした長期休業中に
子どもの学習支援として、学習支援相談員及びボラ
ンティアにより「がんばり教室」（拠点型学習、市内6
小学校区）を実施する。実施にあたり教育委員会、
市内学校と連携をとり対象者の調整、適切な学習
支援を行う。
がんばり学習については、学習支援員がコーディ
ネーターとしての役割を担い、市内中学校での実施
方法について検討を行う。

開催地区の小学校及び市内3高等学校と連携し、
「がんばり教室」を継続して実施できるよう調整を行
う。また、未実施地区の小学校への意向確認を実
施し、開催地区の拡大に努める。

長期休業中に子どもの学習支援として、学習支援
相談員及びボランティアにより「がんばり教室」（拠
点型学習、市内　小学校区）を実施した。
また、市内中学校の困窮世帯等を対象として、部活
動終了後の時間帯に「がんばり学習」（市役所北庁
舎・一宮市民協働センター）を実施した。
13人（北庁舎10人、一宮3人）が参加

２．計画通りの取
組ができた

・子ども・子育て支援事業計画や地域福祉計画の見
直し策定の実施に伴い、子どもの貧困対策につい
ても両計画に具体的な内容を盛り込めるようアン
ケートの実施や必要な施策を検討する。
・生活困窮者世帯の児童を対象とした長期休業中
に子どもの学習支援として、学習支援相談員及びボ
ランティアにより「がんばり教室」（拠点型学）を実施
する。実施にあたり教育委員会、市内学校と連携を
とり対象者の調整、適切な学習支援を行う。
・がんばり学習については、学習支援員がコーディ
ネーターとしての役割を担い、実施方法について調
整を行う。

社会福祉課

86
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（4）支援を必要と
する人への取組
の推進

●【住宅確保給付金】
離職等により住宅を失う、または失うおそれが
ある人に対し、住宅確保給付金の支給を行いま
す。

62

コロナ特例により、離職者・休職者以外の者でも自
己の責によらず収入が減少し、離職等と同程度に
困窮している者も対象となったため、Ｒ2年度以降申
請・給付が増加した。
（R1実績0件、R2実績9件）
令和3年度実績（1月末現在）6件
全てコロナ特例による給付金の支給

引き続き対象者への支援を実施する。ただし、特例
事項については国からの通知等に留意し対応す
る。

コロナ特例により、離職者・休職者以外の者でも自
己の責によらず収入が減少し、離職等と同程度に
困窮している者に対して急遽確保給付金の支給を
行った。
（R1実績0件、R2実績9件、R3実績4件）
令和4年度実績（1月末現在）　3件
全てコロナ特例による支給

２．計画通りの取
組ができた

　コロナ特例による給付が終了しているが、今後も
住居の支援が必要な生活困窮者等に対して、住居
確保に関する必要な支援を行う。

社会福祉課

87
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（4）支援を必要と
する人への取組
の推進

●【社会復帰の支援】
保健医療や福祉サービス等を必要とする罪を
犯した人に対し、適切なサービスの提供や就労
支援等を行い、再犯の防止及び社会復帰への
支援に努めます。

63

更生に向けた取組の支援として、宍粟保護区保護
司会及び更生保護女性会の活動に助成を行った。
社会を明るくする運動住民運動大会は中止となった
ものの、啓発用クリアファイルを作成し、市内小中学
校へ配布した。また、社会を明るくする運動をテーマ
とした作文コンクールは例年通り実施し、しそうチャ
ンネルで表彰式の模様を放送など保護司会活動の
紹介を行ことで、更生保護活動を支援した。

引き続き、保護司会及び更生保護女性会の活動に
助成を行うとともに、必要に応じて、自立相談支援
機関へ相談し就労支援等につなげる。
社会を明るくする運動住民運動大会を開催し、更生
保護活動への理解を深める活動への支援を行う。

更生に向けた取組の支援として、宍粟保護区保護
司会及び更生保護女性会の活動に助成を行った。
また、社会を明るくする運動宍粟地区住民大会を開
催し、犯罪予防活動への啓発を強化した。、

２．計画通りの取
組ができた

　保護司会及び更生保護女性会の活動に助成を行
うとともに、就労などの支援が必要な場合には、自
立相談支援機関へ相談し就労支援等につなげる。
社会を明るくする運動住民運動大会を開催し、更生
保護活動への理解を深める活動への支援を行う。

社会福祉課

88
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（4）支援を必要と
する人への取り
組みの推進

●【自殺対策】
自殺対策の推進にあたり、「宍粟市自殺対策計
画」に基づき、関係機関と連携し、相談支援の
充実や、普及啓発を行い、総合的な対策を展開
します。また、未遂者支援、遺された人への支
援にも努めます。
（活動指標評価23）

63

「宍粟市自殺対策計画」に基づき、宍粟市いのち支
える自殺対策本部会議や自殺対策推進調整会議
や自殺対策連絡協議会で庁内や各関係機関との
連携を図った。
宍粟市自殺対策本部会議：２回
宍粟市自殺対策推進調整会議：２回
自殺対策連絡協議会：１回
ハイリスク者支援事例検討会実施予定

宍粟市自殺対策本部会議：２回
宍粟市自殺対策推進調整会議：２回
自殺対策連絡協議会：２回
ハイリスク者支援事例検討会：１回

宍粟市自殺対策本会議：１回
宍粟市自殺対策推進調整会議：２回
自殺対策連絡協議会：２回
未遂者支援研修会：１回
各会議や研修を実施することで、庁内外の関係機
関との連携強化につとめた。

２．計画通りの取
組ができた

宍粟市自殺対策本会議：２回
宍粟市自殺対策推進調整会議：２回
自殺対策連絡協議会：３回
未遂者支援研修会：１回

保健福祉課

89
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（4）支援を必要と
する人への取り
組みの推進

●【地域活動支援センター事業】
創作的活動・生産活動の機会の提供、社会との
交流促進等を行う地域活動支援センター事業
の周知や利用促進を図ります。

63

市内事業所　１事業所
実利用者数　9名
障害のある人への日中活動の場として、市が主催
する展示会で事業所や活動内容の周知を行った。

障がいのある人の自立や社会参加を図るため、地
域活動支援センター事業の実施体制を維持し、事
業の周知や支援が必要な方への利用支援に努め
る。

市内事業所　１事業所
実利用者数　8名
障がいのある人への日中活動の場の提供を行っ
た。

２．計画通りの取
組ができた

障がいのある人の自立や社会参加を図るため、地
域活動支援センター事業の実施体制を維持し、事
業の周知や支援が必要な方への利用支援に努め
る。

障害福祉課

90
３．適切な支援が
受けられる枠組
みづくり

（4）支援を必要と
する人への取組
の推進

●【民生委員・児童委員との連携】
民生委員・児童委員と連携し、地域の中で支援
を必要としている人の早期発見に努めます。

63

・民生委員・児童委員が、市社協主催の小地域福祉
活動や配食サービス、歳末たすけあいサービス等
の事業に協力しながら、要支援者等の継続した見
守りを実施している。
・市社協の福祉連絡会に民生委員・児童委員が参
加し地域の活動支援を行っている。
・定例会や各専門部会等にて市職員による研修会
を実施し、福祉サービス等について、市から情報提
供を行った。

・引き続き、市社協の事業に協力すると共に、福祉
サービス等について、市から繰り返し情報提供を行
うことで、市民と行政のパイプ役としての役割・活動
を推進する。
・「生活保護制度」やH27年度から開始した「生活困
窮者自立支援事業」について、民生委員児童委員
協議会定例会で説明し、事業内容を周知すると共
に、日々の見守り活動のなかでの協力を依頼する。

・今年度は、民生委員・児童委員の一斉改選の年で
あったため、新任委員向けに定例会や各専門部会
等にて市職員による支援制度等（福祉サービス等）
の研修会を実施し、市から情報提供を行った。
・市社協主催の小地域福祉活動や配食サービス、
歳末たすけあいサービス等の事業では継続して民
生委員・児童委員の協力を得ながら、要支援者等
の見守りを実施しているほか、市社協の福祉連絡
会に民生委員・児童委員が参加し地域の活動支援
を行っている。

２．計画通りの取
組ができた

・引き続き、市社協の事業に協力すると共に、福祉
サービス等について、市から繰り返し情報提供を行
うことで、市民と行政のパイプ役としての役割・活動
を推進する。
・「生活保護制度」やH27年度から開始した「生活困
窮者自立支援事業」等、生活困窮者への支援制度
について、民生委員児童委員協議会定例会で説明
し、事業内容を周知すると共に、日々の見守り活動
のなかでの協力を依頼する。

社会福祉課

91
４．安全で安心な
地域づくり

（1）地域の防災
力を高める取り
組みの推進

●【市民の防災意識の向上】
防災に関する知識の普及啓発や自主防災マッ
プの作成の推進を通じて、市民の防災意識の
向上を図ります。

65

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、予定
ていた自主防災マップの作り方講習会の一部が次
年度へ延期となったが、7自治会に対し実施できた。
また、防災に関する出前講座は、9団体に対し実施
し市民の防災意識の向上につなげた。

・引き続き自主防災マップ作成講習会と出前講座を
実施する。

自主防災マップづくり講習会を１地区３自治会を対
象に開催し、地域内における防災情報の共有など
防災意識の向上を図れた。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

引き続き自主防災マップづくり講習会（出前講座含
む）を開催する。

危機管理課

12



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

92
４．安全で安心な
地域づくり

（1）地域の防災
力を高める取り
組みの推進

●【地域防災力の向上】
防災機材の購入に対する補助を行い、地域防
災力の向上を図ります。

65
・21の自主防災会に対して防災資機材の購入補助
を行った。

・引き続き必要に応じて防災資機材の購入補助を行
う。

29団体に対して防災資機材購入の補助を行い、地
域防災への備えにつなげた。

１．計画を上回る
取組ができた

引き続き必要に応じて防災資機材の購入補助を行
う。

危機管理課

93
４．安全で安心な
地域づくり

（1）地域の防災
力を高める取り
組みの推進

●【避難訓練等の実施】
社会福祉協議会と連携し、災害ボランティアセ
ンター設置訓練及び避難訓練を実施します。

65

・市総合防災訓練で実施する予定であったが、新型
コロナウイルス感染症により市総合防災訓練が情
報伝達訓練及び各自治会内で小規模な訓練のみと
なり実施できなかった。

・市総合防災訓練で訓練を実施する。

市総合防災訓練や地区における防災訓練を実施し
た。市総合防災訓練では自主防災組織ごと災害発
生時の初動確認の訓練を行ったり、関係団体との
連携を確認したりし、地域防災力の向上を図った。

２．計画通りの取
組ができた

引き続き各種防災訓練を実施し、地域における自
助・共助の意識を高める。

危機管理課

94
４．安全で安心な
地域づくり

（1）地域の防災
力を高める取組
の推進

●【避難訓練等の実施】
社会福祉協議会と連携し、災害ボランティアセ
ンター設置訓練及び避難訓練を実施します。

65 具体的な取組まで至らなかった。
社協と連携し、市総合防災訓練等でボランティアセ
ンターの設置や役割についての訓練を実施する。

・災害ボランティアセンター設置訓練については具
体的な取組まで至らなかった。
・危機管理課と調整を図りながら個別避難計画の作
成に取り組んでいる。
・個別避難計画の作成を希望された方については
地元の自主防災組織や民生委員児童委員の協力
のもと、避難訓練等にも取り組んた。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

・社協と連携し、市総合防災訓練等でボランティアセ
ンターの設置や役割についての訓練を実施する。
・関係機関と連携し、個別避難計画作成を推進する

社会福祉課
福祉相談課

95
４．安全で安心な
地域づくり

（1）地域の防災
力を高める取り
組みの推進

●【要配慮者に対する支援】
災害時における高齢者や障がいのある人等の
要配慮者に対する支援の充実を図ります。ま
た、避難行動要支援者名簿を作成し、自主防災
組織や民生委員・児童委員、福祉委員等と連携
しながら、情報共有や個別支援計画の作成等
に努め、平常時から自力で避難が困難な人に
対する地域の支援の意識を高め、災害時に備
えます。

65

　要配慮者への支援について、庁内連携会議を開
催した。
　避難行動要支援者名簿を作成し、自主防災組織
や民生委員児童委員等と連携しながら、情報共有
を行った。
　避難行動要支援者に対し、自主防災組織や民生
委員児童委員、介護支援専門員、相談支援専門員
等と共に個別支援計画の作成等により平常時から
自力で避難することが困難な人に対する地域の支
援の意識を高め、災害時に備えた。個別支援計画
に基づき避難訓練を実施する予定であったが、新型
コロナウイルス感染拡大防止により、中止した自治
会もあった。

　引き続き、要配慮者の支援について、庁内連携会
議を開催し検討していく。
　自主防災組織や民生委員児童委員、介護支援専
門員、相談支援専門員等と連携を図りながら平時よ
り避難行動要支援者の個別支援計画を作成し、避
難訓練を実施する。

　要配慮者への支援について、庁内連携会議を開
催した。
　避難行動要支援者に対し、自主防災組織や民生
委員児童委員、介護支援専門員、相談支援専門員
等と共に個別避難計画の作成等により平時から自
力で避難することが困難な人に対する地域の支援
の意識を高め、災害時に備えた。個別避難計画に
基づき地域の方々と一緒に避難訓練を実施した。
　避難行動要支援者を担当する介護支援専門員や
相談支援専門員、ヘルパー、訪問看護師等の専門
職を対象に『避難行動要支援者の支援について考
えよう』をテーマに勉強会を12回開催し98名の参加
あり。平時から避難行動要支援者の支援について
連携を図った。

※個別支援計画➡個別避難計画となる。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

　引き続き、要配慮者の支援について、庁内連携会
議を開催し検討していく。
　自主防災組織や民生委員児童委員、介護支援専
門員、相談支援専門員等と連携を図りながら平時よ
り避難行動要支援者の個別避難計画を作成し、避
難訓練を実施する。（優先度の高い方から作成：公
的福祉サービス利用者で、土砂災害警戒区域や浸
水想定区域など危険な場所に居住する方）

福祉相談課

96
４．安全で安心な
地域づくり

（1）地域の防災
力を高める取り
組みの推進

●【要配慮者に対する支援】
災害時における高齢者や障がいのある人等の
要配慮者に対する支援の充実を図ります。ま
た、避難行動要支援者名簿を作成し、自主防災
組織や民生委員・児童委員、福祉委員等と連携
しながら、情報共有や個別支援計画の作成等
に努め、平常時から自力で避難が困難な人に
対する地域の支援の意識を高め、災害時に備
えます。

65

避難行動要支援者の避難訓練については、自主防
災組織や民生委員・児童委員、福祉委員と連携し
実行した。また、地区連合自治会長会議にて個別
避難支援計画の説明を行い理解を求めた。

・引き続き個別支援計画等を作成し、要配慮者への
災害時の支援体制の強化を図る。

平常時から避難行動要支援者の情報を避難支援者
に積極的に提供できるように「宍粟市避難行動要支
援者個人情報提供に関する条例」を制定し、避難行
動要支援者対策の基盤づくりを図った。また、県の
補助事業を活用し、個別避難計画に基づいた避難
訓練なども健康福祉部と連携し防災訓練の一環と
して実施した。

２．計画通りの取
組ができた

引き続き健康福祉部と連携して個別避難計画の作
成率向上を図っていく。

危機管理課

97
４．安全で安心な
地域づくり

（1）地域の防災
力を高める取り
組みの推進

●【災害時における福祉避難所の開設等に関
する協定】
災害発生時に要配慮者が安心して避難生活を
送ることができるよう、特別養護老人ホーム等
の施設を避難所として利用できる「災害時にお
ける福祉避難所の開設等に関する協定」の締
結を事業所等に働きかけます。また、指定施設
と連携し、福祉避難所開設訓練を実施します。

65
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、総合防
災訓練が連絡体制を重点とした形で実施されたた
め、福祉避難所開設訓練ができなかった。

総合防災訓練時の福祉避難所開設訓練にあわせ、
協定事業所と連携し、民間の福祉避難所開設要請
訓練を行う。

総合防災訓練に合わせ、福祉避難所開設訓練を実
施した。

２．計画通りの取
組ができた

総合防災訓練時の福祉避難所開設訓練にあわせ、
協定事業所と連携し、民間の福祉避難所開設要請
訓練を行う。

障害福祉課

98
４．安全で安心な
地域づくり

（1）地域の防災
力を高める取り
組みの推進

●【災害時における福祉避難所の開設等に関
する協定】
災害発生時に要配慮者が安心して避難生活を
送ることができるよう、特別養護老人ホーム等
の施設を避難所として利用できる「災害時にお
ける福祉避難所の開設等に関する協定」の締
結を事業所等に働きかけます。また、指定施設
と連携し、福祉避難所開設訓練を実施します。
（活動指標評価25）

65

・新たな「災害時における福祉避難所の開設等に関
する協定」の締結には至らなかった。避難確保計画
については、未策定施設へ策定を促した。また、新
型コロナウイルス感染症感染防止対策のため福祉
避難所開設訓練は自粛した。

・引き続き未締結の団体や施設と協定が結べるよう
取り組む。

新規の協定締結はできていない。福祉避難所開設
を担当する健康福祉部から福祉避難所開設・運営
マニュアルにて協定先施設に対して説明を行い認
識の統一を図った。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

新たな協定締結をめざす。 危機管理課

13



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

99
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【救急医療情報キット】
緊急時における情報把握のため、救急医療情
報キットの活用促進を図ります。

67

　在宅の高齢者のみ世帯に対し高齢者実態把握調
査員が訪問し健康状態や緊急連絡先等を把握して
いる。その際、緊急時における情報把握ができるよ
うに、救急医療情報キットの活用促進を図った。ま
た、既に配布している世帯に対しては、情報等の見
直しがないか等、最新情報に更新していただくよう、
周知した。

　今後も緊急時における情報把握のため、救急医
療情報キットの活用促進を図る。

　在宅の高齢者のみ世帯に対し高齢者実態把握調
査員が訪問し健康状態や緊急連絡先等を把握して
いる。その際、緊急時における情報把握ができるよ
うに、救急医療情報キットの活用促進を図った。ま
た、既に配布している世帯に対しては、情報等の見
直しがないか等、最新情報に更新していただくよう
周知した。

２．計画通りの取
組ができた

　今後も緊急時における情報把握のため、救急医
療情報キットの活用促進を図る。
　配布している世帯に対しては、最新情報に更新し
ていただくよう周知する。

福祉相談課

100
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【安心見守りコール】
在宅の一人暮らし高齢者等が急病や災害等の
緊急時に迅速に適切な対応を図ることができる
ように、「安心見守りコール（緊急通報システ
ム）」の周知を図ります。

67

　安心見守りコールについて民生委員児童委員に
周知し必要な方への声掛けを依頼した。
　高齢者のみ世帯に対し、高齢者の実態把握調査
員の訪問時に、在宅の一人暮らし高齢者等が急病
等の緊急時に迅速に適切な対応を図ることができ
るように安心見守りコールの周知した。

　今後も在宅の一人暮らし高齢者等が、急病等の
緊急時に迅速に適切な対応ができるように安心見
守りコールを周知する。

　安心見守りコールについて民生委員児童委員に
周知し必要な方への声掛けを依頼した。
　高齢者のみ世帯に対し、高齢者の実態把握調査
員の訪問時に、在宅の一人暮らし高齢者等が急病
等の緊急時に迅速に適切な対応を図ることができ
るように安心見守りコールの周知した。

２．計画通りの取
組ができた

　今後も在宅の一人暮らし高齢者等が、急病等の
緊急時に迅速に適切な対応ができるように安心見
守りコールを周知する。

福祉相談課

101
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【徘徊高齢者等家族支援サービス事業】
徘徊のおそれのある高齢者を介護している家
族に対し、パソコン等から場所を確認できるGPS
専用端末機を貸出し、見守りへの支援を行う徘
徊高齢者等家族支援サービス事業の周知を図
ります。

67

　徘徊のおそれがある高齢者を介護している家族
等に対しGPS専用端末機を貸し出す徘徊高齢者等
家族支援サービス事業について周知した。
　令和4年1月末現在：1件

　徘徊のおそれがある高齢者を介護している家族
等に対し、徘徊高齢者等家族支援サービス事業に
ついて周知する。

　徘徊のおそれがある高齢者を介護している家族
等に対しGPS専用端末機を貸し出す徘徊高齢者等
家族支援サービス事業について周知した。
　令和5年2月末現在：1件

２．計画通りの取
組ができた

　徘徊のおそれがある高齢者を介護している家族
等に対し、徘徊高齢者等家族支援サービス事業に
ついて周知する。

福祉相談課

102
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【認知症高齢者等見守り・SOSネットワーク】
認知症の人が地域で安心して暮らし続けること
ができるよう、「認知症高齢者等見守り・SOS
ネットワーク」として、事前登録者の情報をネット
ワーク機関で共有し、地域ぐるみの日常の見守
りや緊急時の早期発見を図ります。

67

　認知症の人が地域で安心して暮らし続けることが
できるよう、事前に登録者の情報をネットワーク機関
で共有し、地域ぐるみの日常の見守りや緊急時の
早期発見を図った。
　新規登録者10名（令和4年1月末現在）。

　今後も認知症の人が地域で安心して暮らし続ける
ことができるよう継続支援する。

　認知症の人が地域で安心して暮らし続けることが
できるよう、事前に登録者の情報をネットワーク機関
で共有し、地域ぐるみの日常の見守りや緊急時の
早期発見を図った。
　令和5年2月末現在新規登録者：14名

２．計画通りの取
組ができた

　今後も認知症の人が地域で安心して暮らし続ける
ことができるよう継続支援する。

福祉相談課

103
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【バリアフリー・ユニバーサルデザイン化の推
進】
公共施設や道路・公園、公共交通等について、
高齢者や障がいのある人をはじめとするすべて
の人が快適に使用することができるよう、兵庫
県の「福祉まちづくり条例」や市都市計画マス
タープランに基づき、バリアフリー・ユニバーサ
ルデザイン化を積極的に推進します。

67

都市公園である最上山公園において車椅子利用者
でも利用しやすいように、遊歩道整備を行った。
令和３年度策定予定である都市計画マスタープラン
の交通の方針、公園・緑地の方針、その他公共施
設の方針において、バリアフリー・ユニバーサルデ
ザインについて記載した。

誰もが利用しやすくなるように公園内のトイレ改修に
取り組む予定。

最上山公園多目的広場トイレについて、身体に障害
がある人や乳幼児同伴の利用者等誰もが利用しや
すいよう改修工事を行った。

２．計画通りの取
組ができた

最上山公園駐車場トイレにおいて、路面より高い場
所にあるため、高齢者や身体に障害がある人にも
利用しやすい場所に建替えを行う。

住宅土地政
策課

104
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【バリアフリー・ユニバーサルデザイン化の推
進】
公共施設や道路・公園、公共交通等について、
高齢者や障がいのある人をはじめとするすべて
の人が快適に使用することができるよう、兵庫
県の「福祉まちづくり条例」や市都市計画マス
タープランに基づき、バリアフリー・ユニバーサ
ルデザイン化を積極的に推進します。

67
観光駐車場整備に伴う周辺道路整備（市道鹿沢2号
線）において兵庫県の「福祉まちづくり条例」等を考
慮した歩道計画とした。

観光駐車場整備に伴う周辺道路整備（市道鹿沢2号
線）において計画に基づき「福祉まちづくり条例」等
を考慮した歩道工事を進めるほか、機会あるごにバ
リアフリー・ユニバーサルデザイン化を考慮した計
画で進める。

最上山公園多目的広場トイレについて、身体に障害
がある人や乳幼児同伴の利用者等誰もが利用しや
すいよう改修工事を行った。

２．計画通りの取
組ができた

最上山公園駐車場トイレにおいて、路面より高い場
所にあるため、高齢者や身体に障害がある人にも
利用しやすい場所に建替えを行う。

住宅土地政
策課

105
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【公共施設長寿命化計画・再編計画】
公共施設長寿命化計画や公共施設再編計画に
基づき、公共建築物の大規模修繕や長寿命化
改修時に合わせてバリアフリー化を進めていき
ます。

68

令和３年度策定予定の公営住宅等長寿命化計画に
おいて、福祉対応の改善工事や長寿命化の実施方
針を設定した。

計画期間における実施スケジュールに基づいて修
繕、長寿命化改善に取り組む予定。

実施事業なし
５．取組ができな
かった

市営住宅長寿命化計画に基づき改善事業を行う。
住宅土地政
策課

106
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【優先駐車場の整備】
公共施設に障がいのある人や妊婦が優先して
駐車できる場所を整備するとともに、利用者等
がわかりやすく判別できるよう、整備を行いま
す。

68

　本年度12月から千種市民協働センターが供用開
始しており、駐車場の整備は未着工であるが（R４年
５月完成予定）、障害者用駐車スペースとは別に歩
行が困難な方を対象にした、駐車スペース（２区画
程度）の設置を計画している。

　不特定多数の方が利用される施設においては、
障碍者用駐車スペースに加え、「兵庫ゆずいりあい
駐車場制度」を活用し、歩行が困難な方のための優
先駐車スペースや案内表示コーンを設けており、一
定の整備はできていると考えるが、今後も利用者の
ニーズを把握する中で適切い対応していきたい。

千種市民協働センターの駐車場に優先駐車スペー
ス（２区画）を設けた。

２．計画通りの取
組ができた

今後も歩行が困難な方のための優先駐車スペース
や案内表示コーン等、利用者のニーズを把握する
中で適切い対応していきたい。

財務課

14



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

107
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【子育て中の家族への公共施設の整備】
外出中に誰でも気軽におむつ交換や授乳が行
える赤ちゃんスペースの設置を市全体で取り組
み、子育て中の家族が安心して外出できる環境
づくりを推進するとともに、公共施設への整備を
行います。

68
千種市民協働センターの建設にあたり、おむつ交換
スペース（2F多目的トイレ内）と授乳室を設置した。

所管する施設を新たに建設等する際には、子育て
世帯にも配慮した施設整備に努める。

千種市民協働センターの建設にあたり、おむつ交換
スペース（2F多目的トイレ内）と授乳室を設置した。
（他には施設整備工事事業なし）

２．計画通りの取
組ができた

市が所管する施設を新たに建設等する際には、子
育て世帯にも配慮した施設整備に努める。

全庁

108
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【子育て中の家族への公共施設の整備】
外出中に誰でも気軽におむつ交換や授乳が行
える赤ちゃんスペースの設置を市全体で取り組
み、子育て中の家族が安心して外出できる環境
づくりを推進するとともに、公共施設への整備を
行います。

68

・保健福祉課が所有する赤ちゃんテント（授乳・おむ
つ交換用簡易組立式テント）を市内のイベントに貸
し出ししている。
・令和3年度においても新型コロナウイルス感染拡
大により市内イベントの中止が相次いだことを受
け、赤ちゃんテントの貸し出しが例年より少なかっ
た。
（保健福祉課）

引き続き取組を実施する。
・保健福祉課が所有する赤ちゃんテント（授乳・おむ
つ交換用簡易組立式テント）を市内のイベントに貸
し出ししている。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

・引き続きイベント時の赤ちゃんテントの貸出につい
て、周知や普及に取り組む。
・民間事業にも、子育て世帯が安心して外出できる
環境づくりを率先して取り組んでもらえるようなしか
け（補助や表彰など）を検討する。

全庁

109
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【情報のバリアフリー化】
市広報紙の音声化とその活用を支援するととも
に、ウェブアクセシビリティに対応した市公式サ
イトを運営することにより、情報のバリアフリー
化を図ります。

68

市公式サイトに広報紙の音声データ「声の広報」を
掲示するとともに、同サイトのウェブアクセシビリティ
「レベルAA準拠」を維持した。広報紙は視認性の高
いユニバーサルデザインフォントを使用した。

市公式サイトのウェブアクセシビリティ「レベルＡＡ準
拠」の維持と、引き続き広報紙にユニバーサルデザ
インフォントを使用し、空白を生かした読みやすい紙
面づくりに取り組む。

市公式サイトのウェブアクセシビリティ「レベルＡＡ準
拠」の維持と、引き続き広報紙にユニバーサルデザ
インフォントを使用しするとともに、空白を生かした
読みやすい紙面づくりに取り組んだ。

２．計画通りの取
組ができた

市公式サイトに広報紙の音声データ「声の広報」を
掲示するとともに、同サイトのウェブアクセシビリティ
「レベルAA準拠」を維持する。広報紙は視認性の高
いユニバーサルデザインフォントを使用する。

広報情報課

110
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【移動支援事業】
屋外での移動が困難な障がいのある人に対し、
移動支援事業（ガイドヘルプ）を実施します。

68

利用実績見込　6　人　　359時間
支援の必要な方へサービスの利用決定を行った。

支援が必要な方へスムーズにサービス利用ができ
るよう、相談支援事業所等へサービスの周知を行っ
た。

引き続き、移動支援事業に取り組む。

利用実績見込　5　人　　374時間
支援の必要な方へサービスの利用決定を行った。

支援が必要な方へスムーズにサービス利用ができ
るよう、相談支援事業所等へサービスの周知を行っ
た。

２．計画通りの取
組ができた

引き続き、移動支援事業に取り組む。 障害福祉課

111
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【住宅改修制度】
住宅改修制度の活用を促進し、在宅での生活
の質の向上を図ります。

68

高齢者の在宅生活を支える上で、転倒防止や動作
の容易性の確保は重要であり、事業の必要性は高
い状況です。介護保険制度の住宅改修給付と一体
的に事業を運営することで、利用者の利便性と効率
性の向上に努めている。制度の利用にあたっては、
利用者の身体状況に応じた適切な改修が行われる
よう、必要な支援を行っている。

今後も高齢者が住み慣れた住まいで安心して安全
に生活が続けられるよう、必要な方に利用の促進を
図る。

高齢者の在宅生活を支える上で、転倒防止や動作
の容易性の確保は重要であり、事業の必要性は高
い状況です。介護保険制度の住宅改修給付と一体
的に事業を運営することで、利用者の利便性と効率
性の向上に努めている。制度の利用にあたっては、
利用者の身体状況に応じた適切な改修が行われる
よう、必要な支援を行っている。

２．計画通りの取
組ができた

今後も高齢者が住み慣れた住まいで安心して安全
に生活が続けられるよう、必要な方に利用の促進を
図る。

高年福祉課

112
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【住宅改修制度】
住宅改修制度の活用を促進し、在宅での生活
の質の向上を図ります。

68
利用実績　　1　件
支援の必要な方へサービスの利用決定を行った。

相談支援事業所へ周知し、引き続き、住宅改修制
度の活用を促進する。

利用実績　　0　件
今年度については、利用者がなかった。

２．計画通りの取
組ができた

相談支援事業所へ周知し、引き続き、住宅改修制
度の活用を促進する。

障害福祉課

113
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【公共交通の維持・改善】
公共交通の維持、改善に取り組み、移動に困難
を抱える人に対する移動手段の確保に努めると
ともに、公共交通の利便性の向上を図ります。
（活動指標評価26）

68

バス事業者に対し、以下の路線に係る運行経費補
助を行った。
・市外連絡路線（大型バス路線）　4路線、市内完結
路線（小型バス路線）　24路線、山崎待合所周辺を
循環するバス路線の運行補助
・広域路線（姫路、ダイセル線等）　5路線

引き続き、バス事業者に対し運行経費補助を行うと
ともに、地域や利用者の意見を聴くことで利便性の
向上に努め、利用促進を図る。また、利用の少ない
路線については、地域の協議を行い、路線バス以
外の手法により移動手段を確保していくことを検討
する。

バス事業者に対し、以下の路線に係る運行経費補
助を行った。
・市外連絡路線（大型バス路線）　4路線、市内完結
路線（小型バス路線）　24路線、山崎待合所周辺を
循環するバス路線の運行補助
・広域路線（姫路、ダイセル線等）　5路線
また、利用が少なかった一宮町繁盛・三方地区にお
いて、地域主体の互助交通の実証実験を行った。

２．計画通りの取
組ができた

引き続き、バス事業者に対し運行経費補助を行うと
ともに、地域や利用者の意見を聴くことで利便性の
向上に努め、利用促進を図る。また、一宮町繁盛・
三方地区において実証実験を行っている互助交通
について、自家用有償旅客運送の登録を行い、本
格運行を実施する。

まちづくり推
進課

114
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【運転免許自主返納者への補助】
運転免許自主返納者の移動手段の確保を目的
として、路線バスの一部補助を行います。

68
・はつらつチケット交付最終年度であり、宍粟警察
署や宍粟交通安全自動車協会と連携し、自主返納
の説明と支援制度の説明等啓発を行った。

・交付済みはつらつチケット令和5年度末までの使
用の啓発と高齢者交通安全教室の充実に取り組
む。

市独自の支援制度であるはつらつチケットの交付
は、終了したため、チケット利用について啓発を行う
程度であった。
　また、免許自主返納者には、高齢者運転免許自
主返納サポート協議会登録事業者が取り組まれて
いる公共交通の支援制度などの周知、啓発を行っ
た。

４．計画に取り組
んだが目標に全
然届かなかった

・交付済みはつらつチケット令和5年度末までの使
用の啓発と高齢者交通安全教室の充実に取り組
む。

危機管理課

15



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

115
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【新たな福祉運行サービスの導入検討】
自力で移動が困難な高齢者等の移動手段の確
保を目的として、地域の団体等による自主運行
や新たな福祉運行サービスの導入を検討しま
す。

68

現在の外出支援サービスが持続可能かつ効率的な
移動支援施策となるよう、障がい者、高齢者それぞ
れの実情にあった制度の在り方について検討を行
い、外出支援サービスの制度の見直しを図った。

地域の団体等による自主運行や新たな福祉運行
サービスの導入について、関係機関との連携を図り
ながら検討する。

外出支援サービス制度の見直しを行ったことによ
る、利用者数等の影響について状況把握した。

２．計画通りの取
組ができた

地域の団体等による自主運行や新たな福祉運行
サービスの導入について、関係機関との連携を図り
ながら検討する。

障害福祉課

116
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【障がいのある人の外出支援】
障がいのある人が社会参加し、生きがいを持っ
て生活できるよう、タクシーの利用料金の助成、
運転免許取得費、自動車改造費、障がいのあ
る人の通所費の補助を行うなど、外出のための
支援を行います。

68

・外出支援サービス事業の実施
・運転免許取得費助成　　1人
・自動車改造費助成　　2人
・通所費補助 （児）　　28人　（者）　　136人

障がいのある人が社会参加し、生きがいを持って生
活できるよう、外出支援サービス事業など、引き続
き、外出のための支援を行う。

・外出支援サービス事業の実施
・運転免許取得費助成　　1人
・自動車改造費助成　　1人
・通所費補助 （児）　　59人　（者）　176人

２．計画通りの取
組ができた

障がいのある人が社会参加し、生きがいを持って生
活できるよう、外出支援サービス事業など、引き続
き、外出のための支援を行う。

障害福祉課

117
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【障害のある人に対する理解促進・差別の解
消】
市広報紙や市公式サイト、しーたん通信等を利
用し、障がいのある人に対する理解促進、差別
の解消等を図るための普及啓発活動や「宍粟
市みんなの心つなぐ手話言語条例」の普及啓
発を図ります。

68
手話フェスタの実施
みんなをつなぐ心のバリアフリー展の開催

障がいのある人や障害特性に関する市民の理解を
深めるたみんなをつなぐ心のバリアフリー展」を開
催する。

障がいのある人に対する理解促進を目的に「みんな
をつなぐ心のバリアフリー展」を開催した。
　・福祉施設の作品展示
　・バリアフリ－マップの紹介
　・身近にあるユニバ－サルデザインの紹介
　・白杖体験

２．計画通りの取
組ができた

障がいのある人や障害特性に関する市民の理解を
深めるため、ホームペ－ジや広報等を利用し、啓発
活動を行う。
また、「みんなをつなぐ心のバリアフリー展」を開催
する。

障害福祉課

118
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【障害のある人に対する理解促進・差別の解
消】
市広報紙や市公式サイト、しーたん通信等を利
用し、障がいのある人に対する理解促進、差別
の解消等を図るための普及啓発活動や「宍粟
市みんなの心つなぐ手話言語条例」の普及啓
発を図ります。

68

障害のある人に対する理解促進・差別の解消
・人権啓発冊子「そよ風」の全戸配布
・聴覚障害をテーマにした講演会開催
宍粟市みんなの心つなぐ手話言語条例の普及啓発
・講演会等での手話通訳者及び要約筆記者配置

　宍粟市人権施策推進計画に基づき、障がいの有
無に関わらず、すべての人が互いの人格と個性を
尊重し支え合う社会を実現するための人権教育・啓
発事業を展開する。
　人権関係の法整備や社会情勢の変化を踏まえ宍
粟市人権施策推進計画の改定を行う。

障がいのある人に対する理解促進・差別の解消
・合理的配慮の項目を取り上げた人権啓発冊子「そ
　よ風」の全戸配布
宍粟市みんなの心つなぐ手話言語条例の普及啓発
・講演会等での手話通訳者及び要約筆記者配置
宍粟市人権施策推進計画の改訂
・障害者差別解消法の令和３年一部改正等を反映

２．計画通りの取
組ができた

　宍粟市人権施策推進計画に基づき、障がいのあ
る人が合理的な配慮を受け、社会に包摂されて暮ら
せるとともに、市民すべてが障害のある人の権利や
多様性を尊重し、差別の解消を通じて相互の信頼
が確立された住みよい社会の実現をめざし、人権
教育・啓発事業を展開する。

人権推進課

119
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【手話通訳者・手話奉仕員の養成と利用の促
進】
手話奉仕員養成講座の周知・参加促進により、
手話通訳者・手話奉仕員の養成を図るととも
に、制度の周知を図り、イベント・講演会等にお
ける利用促進を図ります。
（活動指標評価27）

68

・手話奉仕員養成講座（入門・基礎） 受講者数１６人
・レベルアップ講座8回開催（　6人受講）
・スキルアップ研修　4回（　13人受講）
・はじめての手話講座　3/19予定
・手話通訳者派遣　396件　/　要約筆記派遣139件
（1/31現在）

手話奉仕員養成講座など、各種養成講座を実施す
るとともに、制度の周知を行い、聴覚に障がいのあ
る人の社会参加促進を図る。

・手話奉仕員養成講座（入門・基礎） 受講者数１５人
・レベルアップ講座6回開催（13人受講）
・手話通訳士試験対策講座　4回（9人受講）
・全国統一試験対策講座　4回（3人受講）
・はじめての手話講座　3/19予定
・手話通訳者派遣　399件　/　要約筆記派遣193件
（2/28現在）

２．計画通りの取
組ができた

手話奉仕員養成講座など、各種養成講座を実施す
るとともに、制度の周知を行い、聴覚に障がいのあ
る人の社会参加促進を図る。

障害福祉課

120
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【ヘルプマーク等の配布・普及啓発】
すべての人が地域社会の中で安全安心に暮ら
せるようヘルプマーク・介護マーク・マタニティ
マーク等の配布・普及啓発を行います。

68
　訪問や来所等の介護相談時に介護マークについ
て周知したが、新規で配布はなかった。

　今後も必要な方に対して介護マークを配布するこ
とで、地域の中で安全安心に暮らせるように普及啓
発していく。

　訪問や来所等の介護相談時に介護マークについ
て周知したが、新規で配布はなかった。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

　今後も必要な方に対して介護マークを配布するこ
とで、地域の中で安全安心に暮らせるように普及啓
発していく。

福祉相談課

121
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【ヘルプマーク等の配布・普及啓発】
すべての人が地域社会の中で安全安心に暮ら
せるようヘルプマーク・介護マーク・マタニティ
マーク等の配布・普及啓発を行います。

68
ポスターの掲示やホームページへの掲載、みんなを
つなぐ心のバリアフリー展での障害に関するマーク
の周知など普及啓発を行った。

引き続き、ヘルプマーク・ヘルプカードの配布・普及
に取り組む。

ポスターの掲示やホームページへの掲載、みんなを
つなぐ心のバリアフリー展での障害に関するマーク
の周知など普及啓発を行った。

２．計画通りの取
組ができた

引き続き、ヘルプマーク・ヘルプカードの配布・普及
に取り組む。

障害福祉課

122
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【ヘルプマーク等の配布・普及啓発】
すべての人が地域社会の中で安全安心に暮ら
せるようヘルプマーク・介護マーク・マタニティ
マーク等の配布・普及啓発を行います。

68

母子手帳交付時に、マタニティマークの入ったキー
ホルダーを配布し、身につけることで、周囲が妊産
婦への配慮を示しやすくなる。
135人(R4年1月末)

引き続き、母子手帳交付時に、マタニティマークの
入ったキーホルダーを配布。妊産婦の安心安全を
図るとともに、妊産婦に優しい環境づくりをすすめ
る。

母子手帳交付時に、マタニティマークの入ったキー
ホルダーを配布している。身につけることで、周囲
が妊産婦への配慮を示しやすくなる。

３．計画に取り組
んだが目標に少し
届かなかった

マタニティマークの意味や思いやり、譲り合いの精
神を広めていけるようさらに周知、普及啓発に努め
ていく。

保健福祉課

123
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【高齢者等への図書サービスの充実】
点字図書、大活字本の充実、録音図書・布の絵
本の制作、盲人用郵便制度を活用した図書の
貸し出し等を行い、視覚障がいのある人や障が
いのある子ども、高齢者等への図書サービスの
充実を図ります。

69

デイジー図書（録音図書）、大活字本、ＬＬブック（本
の内容を理解することが苦手な人、日本語を母語と
しない人でもやさしく読みやすい本）を購入し、蔵書
数を増やした。視覚障がい者へのデイジー図書貸
出については電話で貸出の申込を受け付け、盲人
用郵便制度を活用し、郵送するなどの図書サービス
を行った。

高齢、視覚障がい、ＬＤ（学習障がい）など様々な理
由により文字が読みづらい人に配慮した本を備え、
より多くの人が本に親しむことができるよう取り組
む。また、各種障がいについて書かれた本、パンフ
レット等の資料を備えることにより、市民、利用者が
障がいについての理解を深められるよう図る。

デイジー図書（録音図書）、大活字本、ＬＬブック（本
の内容を理解することが苦手な人、日本語を母語と
しない人でもやさしく読みやすい本）を購入し、蔵書
数を増やした。視覚障がい者へのデイジー図書貸
出については電話で貸出の申込を受け付け、盲人
用郵便制度を活用し、郵送するなどの図書サービス
を行った。

２．計画通りの取
組ができた

高齢、視覚障がい、ＬＤ（学習障がい）など様々な理
由により文字が読みづらい人に配慮した本を備え、
より多くの人が本に親しむことができるよう取り組
む。また、各種障がいについて書かれた本、パンフ
レット等の資料を備えることにより、市民、利用者が
障がいについての理解を深められるよう図る。

社会教育文
化財課

16



第３期宍粟市地域福祉計画取組内容検証シート（R４年度）
※参考 ※参考

No. 基本目標 基本施策 主要な施策 頁 R３年度の取組内容 R４年度以降の取組予定 R４年度の取組内容
R4取組の評価

（見込）
R５年度以降の取組予定 関係部署

今 回 の 報 告 内 容

124
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【心のバリアフリー化】
年齢や性別、障がいの有無等に関わらず、相互
理解を深め、お互いを尊重し合える意識づくり・
社会づくりのため、相互機関と連携し、すべての
人にやさしい地域づくりに向けた心のバリアフ
リー化の取り組みを推進します。

69

宍粟市誰もが自分らしく生きる共同参画社会づくり
条例（R3.4.1施行）
差別のない明るく住みよい宍粟市の実現のため、
人権が尊重される社会づくりに向け、人権啓発冊子
「そよ風」の発行、「人権文化をすすめる学習会」や
「若者フォーラム」を開催。（人権推進課）

・第３次宍粟市ＤＶ防止・被害者支援基本計画の推
進
・第６期宍粟市障害福祉計画及び第２期宍粟市障
害児福祉計画の推進
・宍粟市高齢者福祉計画及び第８期宍粟市介護保
険事業計画の推進

令和３年度は各種計画に基づき検討委員会等を開
催し、必要な施策や取組について協議や意見交換
を積極的に行った。

策定計画等に基づき、目標実現に向け計画に盛り
込んでいる具体的な取組や事業を実施するとともに
随時、実績の確認や検証を行う。

・人権施策に関する総合的な計画である「宍粟市人
権施策推進計画」の第２次改訂（R5年3月）
・差別のない明るく住みよい宍粟市の実現のため、
人権が尊重される社会づくりに向け、人権啓発冊子
「そよ風」の発行、「人権文化をすすめる学習会」や
「若者フォーラム」、「Ｓ１グランプリ」等を開催。（人
権推進課）
・福祉関係各推進計画に基づき、事業を推進した。

２．計画通りの取
組ができた

策定計画等に基づき、目標実現に向け計画してい
る具体的な取組や事業を実施するとともに、随時実
績の確認や検証を行う。

全庁

125
４．安全で安心な
地域づくり

（2）すべての人に
やさしい地域づく
り

●【児童・生徒の福祉の意識づくり】
学校内での福祉学習・人権学習や、地域に学ぶ
「トライやる・ウィーク」、「トライやるアクション」等
での福祉体験等を推進し、児童・生徒の福祉の
意識づくりを進めます。

69

・幼児と中学校３年生がふれ合う「出会いふれ合い
子ども教室」事業等を実施。
・トライやる・ウィークでは、社会福祉協議会やメイプ
ル福祉センター等で福祉体験活動及びボランティア
活動に取り組んだ。

「出会いふれ合い子ども教室」事業は継続実施。
手話体験教室、キャップハンディ体験教室などは学
校現場の状況に応じて実施予定。
・トライやる・ウィーク事業において、本年度は新型
コロナウイルス感染症対策のため福祉施設の訪問
ができなかった学校も、再度取組を進める。

・幼児と中学校３年生がふれあう「出会い　ふれ合い
こども教室」を全７中学校で実施した。
・小中学生が総合的な学習の時間等で、手話体験
教室、キャップハンディ体験教室などの福祉学習に
取り組んだ。
・トライやる・ウィーク事業において、ひまわりの家や
老人ホームしそうの杜、社会福祉協議会等で福祉
体験活動及びボランティア活動に取り組んだ。ま
た、「トライやる」アクションで、老人会との交流や校
区内でのボランチィア活動などに取り組んだ。

２．計画通りの取
組ができた

・各校での福祉学習や人権学習、中学校での地域
に学ぶ「トライやる・ウィーク」や「トライやるアクショ
ン」等で、福祉体験やボランティア体験等を推進し、
児童・生徒の福祉の意識づくりを進める。

学校教育課

評価結果（まとめ） 該当件数

１．計画を上回る取組ができた 1

２．計画通りの取組ができた 84

３．計画に取り組んだが目標に少し届かなかった 27

４．計画に取り組んだが目標に全然届かなかった 6

５．取組ができなかった 6

該当する事業なし（評価なし） 1

合計 125
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